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午前１０時００分 開議

○議長（堀 光雄君） おはようございま

す。

出席議員は定足数に達しておりますので、

会議は成立いたします。

議事に入る前に、本日、当局より正誤表が

提出されましたので、印刷してお手元に配付

しております。御了承願います。

それでは、これより、本日の会議を開きま

す。

本日の議事は、お手元に配付しております

議事日程第２号をもって進めます。

─────────────────

◎日程第１ 議案第２９号

○議長（堀 光雄君） 日程第１ 議案第２

９号令和４年度三沢市一般会計補正予算（第

１１号）を議題とします。

この議案は、昨日、当局より追加議案とし

て提出されたものです。

─────────────────

◎日程第２ 提案理由の説明

○議長（堀 光雄君） 日程第２ 提案理由

の説明を願います。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） おはようございま

す。

本日、追加上程されました議案の概要につ

いて御説明申し上げます。

議案第２９号令和４年度三沢市一般会計補

正予算（第１１号）は、道路の除排雪業務に

要する経費が緊要となったことによる補正で

あります。

以上、提案いたしました議案について、そ

の概要を御説明申し上げましたが、詳細につ

きましては後ほど議案審議の際に、本職並び

に関係部長等から御説明申し上げたいと存じ

ます。

何とぞ慎重御審議の上、原案どおり御議決

賜りますようお願い申し上げます。

─────────────────

◎日程第３ 市政に対する一般質問

○議長（堀 光雄君） 日程第３ 市政に対

する一般質問を行います。

奥本菜保巳議員の登壇を願います。

奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） おはようございま

す。日本共産党の奥本菜保巳でございます。

市政に対する一般質問をさせていただきま

す。

基地問題、行政問題について、通告順に質

問いたします。

まず、第１の質問、基地問題について伺い

ます。

基地問題の１点目、Ｆ－１６戦闘機による

タンク投棄について伺います。

先般、２月１５日午後４時２０分頃、米軍

三沢基地所属のＦ－１６戦闘機１機が飛行中

に緊急事態に陥り、太平洋沖の領海外に燃料

タンク２個を投棄したことが１６日以降の報

道で明らかになりました。過去において、Ｆ

－１６によるタンク投棄は、２０１８年２月

にも離陸後にエンジン火災を起こし、小川原

湖に２個を投棄、２０２１年１１月にも深浦

町の住宅地付近でタンクを投棄しています。

このところ繰り返されるＦ－１６戦闘機によ

るタンク投棄や落下物の事故、情報提供の遅

れが住民に不安や不信感を抱かせ、大問題と

なっています。

そこで、今回のＦ－１６戦闘機によるタン

ク投棄に対し、当市としてどのように対応さ

れたのかを伺います。また、これまでの当該

機によるタンク投棄等の事案について、当該

機が配備された時期からこれまでどのくらい

起こってきたのか、その実態をお示しくださ

い。また、繰り返されてきた当該事案に対

し、当市として再発防止策をどのように図る

のか伺います。

次に、基地問題の２点目、安保３文書によ

る防衛費増額における当市への影響について

伺います。

昨年１２月に岸田政権により国家安全保障

戦略、国家防衛戦略、防衛力整備計画の安全

保障に関連する３文書、安保３文書が閣議決

定されました。２０２３年度から５年間の防
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衛予算を約４３兆円とする政府方針も示され

ました。戦闘機やミサイルを購入する費用と

していますが、その根拠も必要性も全く説明

されていません。そして、これまで歴代の政

権が掲げてきた専守防衛を投げ捨てる戦後の

安全保障政策の大転換が示される文書になっ

ています。敵基地攻撃能力、いわゆる反撃能

力が明記されている中で、米軍との一体化、

米軍指揮下での中国や北朝鮮などとの有事を

想定した軍備増強となっており、軍事的緊張

を高める事態を招きかねないものとなってい

ます。

三沢市は、米軍と自衛隊基地を抱える基地

の町です。三沢基地に戦闘機やミサイルなど

が持ち込まれ、基地機能強化が進むのではな

いかと危惧しております。不測の事態が起こ

れば、三沢市が戦争に巻き込まれる危険性が

高まります。

そこで、今回の安保３文書の閣議決定に際

し、当市としてどのような見解をお持ちなの

か伺いたいと思います。

次に第２の質問、行政問題について伺いま

す。

行政問題として、エネルギー価格高騰にお

ける全業種対象の中小企業、個人事業主、そ

して、一般家庭への支援策について伺いま

す。

まず、一つ目として、事業者への支援策に

ついて伺います。

２０２０年からのコロナ禍で経営難に苦し

んできた事業者の方々に昨今のエネルギー関

連のコストの上昇、原材料の高騰がさらに追

い打ちをかけています。値上げ分のコストを

価格に転嫁できない業種もあり、このままだ

と事業を続けていけないなど深刻な状況に追

い込まれています。

これを受け、国、県では、全業種に対し、

支援策を打ち出してきました。しかし、その

支援策だけでは１００％補えるでもなく、当

市としても、国、県任せにすることなく、地

域経済と雇用を支えてきた事業者に対し、一

番身近な行政として独自支援が必要であると

思います。

国では、昨年９月に電気・ガス・食料品等

価格高騰重点支援地方交付金を創設し、全国

の自治体へ予算を配分しています。その交付

金を活用し、石川県小松市では、今年１月２

０日に全業種対象としたエネルギー価格高騰

対策支援金事業を実施しています。令和４年

４月から１２月までの任意の連続する６か月

に事業用として使用、購入した電気、ガス、

重油、灯油の合計額と前年同期分の合計額と

しての差額分の上限３０万円までの支援金を

支給するという事業内容になっています。

全業種に対し支援を打ち出した小松市に

倣って、当市としても支援策に取り組むべき

と思いますが、当市の見解を伺います。

次に、二つ目として、一般家庭に対する支

援策について伺います。

市民から、物価高騰、エネルギー価格高騰

が続き、生活が苦しいとの声が上がっていま

す。特に、電気料金の立て続けの値上げに対

し、オール電化住宅で年金のみで暮らしてい

る高齢者の方からも悲鳴が上がっています。

一人暮らしの高齢者の方も電気料金の節約と

して３０アンペアから２０アンペアに下げ

て、いろいろと節約しなければ生活できない

と不安の声を漏らしていました。

国では、電気料金の負担軽減策として、電

力会社に対し補助金を支給し、企業と一般家

庭に対して今年２月分から１０月分まで電気

代の値引きを行うとしています。電力会社の

いう平均的な一般家庭で月１,８２０円の値

引きになるとの試算が出ています。

このように、国の支援策があることは承知

しておりますが、さらに東北電力では４月か

ら３割の値上げを国に申請しています。国で

は現時点で４月からの値上げを承認していま

せんが、先行きは不透明です。

また、国の支援があるからといっても、そ

れで十分とはいえないわけです。よって、一

般家庭に対しても当市独自の支援をすべきと

思います。当市の見解を伺います。

次に、行政問題の２点目、市営住宅の運用
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について伺います。

まず、１点目として、公営住宅の連帯保証

人制度について伺います。

現在、当市には１２か所の市営、県営団地

が所在しています。公営住宅法では目的を第

１条で次のように明文化しています。「国及

び地方公共団体が協力して、健康で文化的な

生活を営むに足りる住宅を整備し、これを住

宅に困窮する低額所得者に対して低廉な家賃

で賃貸し、又は転貸することにより、国民生

活の安定と社会福祉の増進に寄与することを

目的とする」とあります。要するに、住宅に

困窮する低所得者に対し、国と地方公共団体

は、法律を基に低額な家賃で住宅を提供しな

ければならないということになります。この

ような社会福祉の増進という理念の下で市営

住宅があることをまず第一に認識するべきだ

と思います。

さて、国では、身寄りのない単身高齢者・

低所得者が連帯保証人を見つけることができ

ず、公営住宅に入居できないというケースが

あることから、それを防ぐために２０１８

年、２０２０年にセーフティーネットとして

の役割を重視し、保証人規定を入居の条件に

しないよう地方自治体に要請しています。近

隣自治体では、八戸市が２０２０年４月１日

から連帯保証人の規定を撤廃しています。現

在、三沢市では撤廃されておらず、２名の連

帯保証人を条件にしています。入居に際し、

保証人を探せない場合は相談に応じるとして

対応していることは承知しておりますが、そ

れであれば、思い切って八戸市のように連帯

保証人ではなく、緊急連絡人に名称を変えて

はいかがでしょうか。２名の連帯保証人を探

すのは本当に容易ではありません。

よって、国の要請に従い、住まいの最後の

セーフティーネットとして、市営住宅の入居

要件から２名の連帯保証人の条件を外すべき

と思います。当市の見解を伺います。

次に、市営住宅に居住するに当たっての生

活保護受給者の火災保険加入と火災が起きた

ときの損害賠償について当市の規定を伺いま

す。

他の自治体の事例ですが、まず生活保護受

給者が民間の賃貸住宅に居住するに当たっ

て、入居時と更新時に故意ではなく過失を発

生させた場合、畳や壁の修理代を支払えるよ

う借家人賠償保険に加入でき、保護費から保

険料が支給されることになっています。しか

し、市営住宅に入居した場合は、借家人賠償

保険料は保護費から支給されず、任意で自分

で保険を掛けなければならない。一見、摩訶

不思議な事案のお話を伺いました。

民間の賃貸住宅に住む場合には保険料は支

給されるのに、同じ賃貸で市営住宅に住む場

合は認められないというのは納得できませ

ん。万が一、誤って失火させ、畳や壁などを

延焼した場合、もともと資力がない生活保護

受給者に、または連帯保証人に賠償の負担を

押しつけることになります。そもそも、生活

保護を受けている高齢者の方の多くは月に２

万円とか５万円の年金で生活保護を受け、そ

こから年金額を差し引いた金額、例えば、月

に２万円の年金のある方であれば４万円の生

活保護費、５万円の年金がある方であれば１

万円の保護費が支給されます。生活保護受給

者は１２万円もらっているのでしょうと市民

から聞かれたことがありますが、決してそう

ではありません。生活費としては、一人暮ら

しで無年金の方であれば６万円の支給です。

決して余裕があるわけでなく、食費を削って

火災保険に加入しなければならないというこ

とになります。そこで、三沢市では、どのよ

うな規定になっているのか伺いたいと思いま

す。

以上で、壇上からの一般質問を終わりま

す。御答弁をよろしくお願いいたします。

○議長（堀 光雄君） ただいまの奥本菜保

巳議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの奥本議

員御質問の基地問題の第１点目については私

から、そのほかにつきましては担当部長から
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お答えをさせますので、御了承願いたいと存

じます。

初めに、今般発生したＦ－１６戦闘機によ

る燃料タンク投棄の状況についてであります

が、東北防衛局からの情報によりますと、２

月１５日午後４時２０分頃、訓練中のＦ－１

６戦闘機１機が飛行中に緊急事態に陥り、標

準的な安全手順に従って燃料タンク２基を青

森県沖太平洋上の領海１２海里の外に投棄

し、同日午後４時３５分頃に三沢基地に安全

に着陸したとのことであります。また、本件

による被害が発生したことの報告は受けてい

ないとのことでありました。

当市といたしましては、２月１７日付で基

地安全対策連絡調整会議議長名にて、また、

２月２１日付で市長及び市議会議長名にて、

米軍三沢基地司令官に対し、トラブルの原因

究明、整備点検に万全を期す等、一層の安全

管理体制の確保と再発防止の徹底、航空機事

故等に関する速やかな情報提供について文書

要請するとともに、東北防衛局長に対して

も、米軍にその旨を要請するよう申し入れた

ところであります。

次に、三沢基地へのＦ－１６戦闘機配備以

降に発生した燃料タンク投棄の実態について

でありますが、当市が把握しているもので平

成元年からこれまでに本件を除いて１５件あ

り、投棄場所については、海上への投棄が１

０件、小川原湖への投棄が２件、十和田湖へ

の投棄が１件、陸上への投棄が２件となって

おります。当市といたしましては、その都

度、米軍三沢基地司令官に対し、原因究明、

再発防止、安全管理の徹底等について要請し

ており、国に対しても、米軍にその旨を要請

するよう申し入れております。

今後におきましても、米軍や国に対し、事

故原因の究明、再発防止と安全管理体制の確

保等について機会あるごとに強く申し入れて

まいりたいと考えております。

私からは、以上になります。

○議長（堀 光雄君） 政策部長。

○政策部長（山﨑 徹君） 基地問題の第２

点目、防衛予算の増額及び安保３文書改定に

よる三沢市への影響についてお答えいたしま

す。

先般、国が防衛予算を増額したことや近年

の国際情勢の厳しさと日本を取り巻く安全保

障環境の変化に対処するため、国家安全保障

戦略、国家防衛戦略、防衛力整備計画、いわ

ゆる安保３文書が策定され、反撃能力の保有

について初めて明記されたことは承知してお

ります。

この反撃能力等による三沢市への影響につ

いての御質問でありますが、三沢基地の今後

の運用に関しては極めて不透明で影響を判断

するのは困難でありますことから、憶測や仮

定に基づく発言は差し控えさせていただきた

いと思います。

いずれにしましても、現在の不安定な国際

情勢の中、市民の皆様が安心して生活できる

ことを第一義に考え、市としましては、今後

の動向を注視しながら情報収集に努めるなど

適切に対応してまいりたいと考えておりま

す。

続きまして、行政問題のエネルギー価格の

高騰で影響を受けている中小企業、個人事業

主、一般家庭に対する支援策についての第２

点目、電気代への補助制度の創設についてお

答えいたします。

御指摘のとおり、現在の物価高騰、電気料

金の高騰は、市民生活及び各事業者等に大き

な影響を与えていると認識しております。こ

のことから、当市におきましては、物価高騰

により直接影響を受けている市民生活の応援

と小売業等の事業者支援を目的に令和４年７

月１日から１１月３０日までを使用期間とす

る生活応援プレミアム券事業をプレミアム率

４０％で実施したところであり、また、令和

４年１２月７日からはプレミアム率を５０％

に引き上げて、明日３月１０日までを使用期

間とする物価高騰生活支援プレミアム券事業

を実施中であります。さらに、市民の経済的

な負担を軽減するため、市から水道の供給を

受けている全ての世帯及び事業者に対し、令
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和４年１２月及び令和５年１月の２か月分の

水道基本料金を免除する水道料金負担軽減事

業を実施したところでもあります。

御質問の一般家庭に対する電気代への補助

制度の創設についてでありますが、現在、国

においてエネルギー価格の高騰により厳しい

状況にある家庭や企業の負担を軽減するた

め、電気事業者等を通じて電気料金の値引き

をする電気・ガス価格激変緩和対策を実施し

ており、令和５年１月使用分、つまり２月検

針分から電気料金の値引きが行われておりま

す。当市としましては、今後の電気料金の推

移や国、県の動向について調査しつつ、電気

代補助制度の在り方や実施の可能性について

検討してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 経済部長。

○経済部長（吉村聖毅君） 行政問題のエネ

ルギー価格高騰で影響を受けている中小企

業、個人事業主、一般家庭に対する支援策に

ついての第１点目、市内事業者に対する経済

支援策についてお答えいたします。

今般の各種エネルギー価格の高騰は、市民

生活のみならず、市内の幅広い業種の経営に

影響を及ぼしております。また、国内各電力

会社においては、４月以降にさらなる値上げ

を国に申請するなど、電気料金高騰の先行き

は現在も不透明な状況であります。

御質問にありました石川県小松市のエネル

ギー価格高騰対策支援金について聞き取りい

たしましたところ、令和４年４月から１２月

までの任意の連続する６か月間にかかる電気

料金、燃料費を対象に、前年度との差額の２

分の１から３万円を差し引いた額について３

０万円を上限に支援するもので、国の新型コ

ロナウイルス感染症対応地方創生臨時交付金

を財源としているとのことでありました。こ

の新型コロナウイルス感染症対応地方創生臨

時交付金をはじめとしたコロナ禍関連の交付

金等は、各地方自治体でそれぞれ地域特性や

経済情勢に合わせ、様々な活用がなされてお

ります。

このような交付金等を活用した当市の主な

経済支援策といたしましては、農業者や漁業

者に対する肥料等高騰対策助成金及び漁船燃

料費高騰支援助成金やコロナ禍や物価高騰の

影響を大きく受けている飲食業、旅行業、タ

クシー、運転代行業に対する経済対策緊急支

援助成金などの各種事業を実施したほか、幅

広い市内事業者への経済支援と、物価やエネ

ルギー価格の高騰により影響を受けている市

民生活への支援を目的として２度にわたりプ

レミアム付商品券事業を実施し、市内経済活

動の活性化を図ったところであります。

御質問のありました今なお続いているエネ

ルギー価格の高騰対策につきましては、全て

の業種において影響が続いており、今後も予

断を許さない状況であると考えております。

市といたしましても、経済情勢や今後の電気

料金の推移、国、県における施策の動向を見

極めつつ、中小企業、個人事業主に対する支

援等を検討してまいりたいと考えておりま

す。

○議長（堀 光雄君） 建設部長。

○建設部長（松橋一典君） 行政問題の市営

住宅の運用についての第１点目、市営住宅の

入居要件として保証人規定を廃止すべきとの

御質問についてお答えいたします。

市営住宅は、公営住宅法の下、住宅に困窮

する低額所得者に対して低廉な家賃で賃貸す

ることを目的に建設されたものであり、入居

に関しては、三沢市営住宅条例により収入基

準などのほかに保証人２名を求める要件と

なっております。これは、入居者が使用料等

の支払い能力を喪失した場合や不測の事態等

において保証人が入居者に代わって使用料等

を納付したり部屋を片づけていただくために

設定している制度であります。

近年、市営住宅の入居の申込みにおいて、

身寄りがなく親族関係も希薄なため保証人と

なってくれる人がいないといった相談が多く

なってきております。当市では、保証人を探

す努力はしたが見つからないという方には、

それをもって入居を拒むことはなく、保証人



― 17 ―

の人数を減らしたり、保証人そのものを免除

するなどの対応を取っております。

２０１８年の国土交通省からの通達では、

今後、公営住宅の入居に際し、保証人を確保

することがより一層困難になることが懸念さ

れることから、保証人の確保を公営住宅への

入居に際しての前提とすることから転換すべ

きであると提言されております。

当市としましては、保証人を確保すること

が入居の支障となることはセーフティーネッ

トとしての役割を担う市営住宅にとって好ま

しいことではないと考えますが、保証人を設

けることがこれまでの使用料の収納等におい

て一定の効果があったと認識しているところ

でもあり、保証人規定の在り方については他

市の動向も踏まえながら検討してまいりたい

と考えております。

続きまして、市営住宅の運用についての第

２点目、公営住宅に居住する生活保護受給者

の火災保険、損害賠償責任についてお答えい

たします。

公営住宅の入居者に対する規定としては、

公営住宅法及び三沢市営住宅条例において、

入居者の保管義務として、入居者は当該住宅

または共同施設の使用において必要な注意を

払い、これらを正常な状態において維持しな

ければならないと定めております。また、同

条例では、修繕費用の負担について、入居者

の責めに帰するべき事由によって修繕する必

要が生じたときには入居者の負担とすると定

めております。

しかしながら、市営住宅において火災が発

生した場合、被害程度によっては、その復旧

費用はかなりの額になることが想定され、低

額所得者である入居者にとって、その費用を

負担することは大変難しいことと思われま

す。

また、失火の責任に関する法律では、故意

または重過失のときに限って不法行為責任を

負うと定められていることから、市営住宅に

おいて入居者の不注意等の軽過失によって発

生した火災については、その入居者に損害賠

償を求めることができないものと考えられま

す。

一方で、市の公共施設については、基本的

に施設の完成時に火災保険に加入しており、

火災が発生した場合には、その保険により損

害が塡補されることになります。

以上のことから、万が一、市営住宅で火災

が発生しても、その原因が入居者の故意また

は重過失である場合を除き、建物に対する損

害賠償を生活保護受給者を含む入居者に対し

て求めることはありません。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） 御答弁ありがとう

ございました。

それでは、質問順に再質問させていただき

たいと思います。

基地問題の１点目のＦ－１６戦闘機のタン

ク投棄についてなのですけれども、私は２０

１０年３月の議会で、Ｆ－１６によって海上

にタンクが投棄されて、そのときも一般質問

をしておりまして、そのときに漁業関係者の

方からお話を伺ったときに、海はごみ捨て場

ではないのだと、私たちの本当に大事な仕事

場だと、そういったタンク投棄というのは認

められないのだという怒りの声が今でも忘れ

られません。海だからタンク投棄してもいい

ということではないわけです。領海外といっ

ても海はつながっているのです。どこに落と

したのかも、原因究明もまだまだ何の詳しい

説明もない。

こういう不誠実な状況でこれまで繰り返さ

れてきた海上投棄１０件とか様々、全部で１

５件あるというこの事態を受けて、私はもっ

と厳しい対応が必要なのではないかと思いま

す。原因究明とその改善の報告がなければ飛

行を認めないと、このぐらいの厳しいことを

米軍に対して申し入れなければ、これは何度

も繰り返されてきました。厳しい対応を取る

べきではないでしょうか。いかがでしょう

か。

○議長（堀 光雄君） 答弁願います。
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政策部長。

○政策部長（山﨑 徹君） もっと厳しい対

応をという再質問にお答えいたします。

米軍に対しましては、言うべきときに言う

ことは言うと、そういう強い姿勢はこれまで

も変わっておりません。今後におきまして

も、その姿勢を堅持しつつ、市民に被害が及

ぶと判断した際には、国に対処を求める必要

があるというふうに考えております。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） 再々質問させてい

ただきたいと思います。

Ｆ－１６戦闘機は１９７０年に運用されて

かなりの年数がたっているわけです。その間

にいろいろ改修したりとか部品等改善したり

とかしてきたと思うのですけれども、老朽化

が進んで退役が近い機体もあるのではないか

と。これだけ戦闘機の中で火災が起きたとか

緊急着陸というふうなエンジントラブルだと

かがあるということは、機体に何かあるのか

なというふうに思ってしまいます。

アメリカのほうでは、２０４０年までこの

Ｆ－１６戦闘機を運用するというふうに公表

しているようなのですけれども、徐々に２０

２６年までの５年間でＦ－１６Ｃ／Ｄが今現

在、米軍が運用している９３６機から８１２

機、１２４機の削減ということも。また新た

なＦ－１６後継機も探っているようですけれ

ども、削減ということも考えられます。これ

まで三沢市に配備されているＦ－１６、将来

的に縮小という可能性もゼロではないと思い

ます。

基地の町として、今後の在り方、これは経

済も含めてですけれども、しっかりと考えて

いかなければならないというふうに思います

が、いかがでしょうか。

○議長（堀 光雄君） 答弁願います。

政策部長。

○政策部長（山﨑 徹君） 再々質問にお答

えします。

今後のＦ－１６戦闘機の撤退等につきまし

ては承知しておりませんが、まず、国防は国

の専管事項ということであり、米軍の駐留等

に関しても国と国との取決めであります。で

すので、これらについて一地方自治体が可否

をいうことは大変難しいと考えております。

今後においては、今までどおり基地との共

存共栄を基地行政の柱としながら、市民の立

場に立った基地対策に努めたいと考えており

ます。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） ありがとうござい

ます。

しっかりとした対応を取っていただきたい

というふうに思います。

基地問題の２点目なのですけれども、安保

３文書のことについて再質問をさせていただ

きます。

大変内容が敵基地攻撃、反撃能力というよ

うな文言があって、やはりこれは米軍基地を

抱える三沢市としても私は関わりが絶対にあ

る、影響があるというふうに思っています。

いざ有事ともなれば、反撃能力をうたってい

るわけですから、相手からも報復、反撃を受

ける、これは三沢が攻撃されるということを

意味します。それを想定して、全国の３００

の自衛隊の基地を化学生物、核兵器などによ

る攻撃に耐えうるよう整備するということが

この３文書の中に入っています。ですから、

三沢の自衛隊の基地もそういうふうな状況に

なるのでありますね。

主要司令部の地下化、地下にそういう司令

部のシェルターといっていいのでしょうか、

そういったものの建設が予算に組み込まれて

いると。このことが意味しているのは、攻撃

されることを想定して、このような対応を

取っているということが読み取れるわけで

す。一旦、有事となったら、三沢も標的に

なって戦争に組み込まれてしまいます。これ

は絶対に避けなければならないと私は思いま

す。

国に対し、平和的外交努力で戦争を回避す
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るよう政府をいさめるべきだと思いますが、

いかがでしょうか。

○議長（堀 光雄君） 政策部長。

○政策部長（山﨑 徹君） 再質問にお答え

いたします。

三沢基地にミサイルが配備されるかどうか

の可能性につきましては、答弁で申し上げた

とおり、仮定に基づく発言はただいまは差し

控えたいと思います。

いずれにしましても、国の国防計画によっ

て整備された基地機能について一地方自治体

が申し上げるのは難しいと考えております。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） 三沢市民を守ろう

という気概が全く感じられない答弁が続いて

おります。

今回、防衛費総額の４３兆円の中には、攻

撃型の無人機といったものの配備も予算に盛

り込まれています。こういったものが三沢に

入ってきたら、とんでもない話になるわけで

す。

三沢市はこれまでさらなる基地の機能強化

は認めないという立場を堅持してまいりまし

た。それは変わりがないと、市長、このこと

について見解をお願いしたいと思います。

○議長（堀 光雄君） 答弁願います。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの奥本議

員の質問にお答えいたします。

基地機能の強化かどうかは、総合的な見地

から慎重に判断する必要があると考えます

が、いずれにしても、市民生活に負担を与え

るような基地機能強化については反対である

という立場は、これまで同様変わりません。

以上です。

○議長（堀 光雄君） 奥本議員。

○９番（奥本菜保巳君） ありがとうござい

ます。

基地との共存共栄を標榜しておりますけれ

ども、市民の命と安全を守ってこそのものだ

ということを強く言っておきたいというふう

に思います。

次に、行政問題についてでございますが、

９月に創設された国からの電力・ガス・食料

品等価格高騰重点支援地方交付金、この活用

で本市は農業者、漁業者、飲食店、タクシー

というふうに限定的な支援だったと思うので

すけれども、今後の見通しを見て、全業種に

広げての支援策が必要であれば検討するとい

うふうなお話だったと思います。

やはり今、全部の業種が困っています。全

ての業種に対してしっかりと、国の交付金も

もちろんですけれども、三沢市の財源も使っ

て、市の経済を支えている地域の企業の方々

への支援というのはスピード感を持ってやっ

ていくことをしっかりと肝に銘じていただけ

ればなというふうに思います。

２点目については、一般市民、これまでは

国も独り親世帯また非課税世帯といった方々

に灯油代とかいろいろ手当てしてきたのです

けれども、やはり、非課税世帯のぎりぎりの

ところの方々とか、子育てをしている方々、

一般家庭の人たちも物価高騰、エネルギー高

騰で本当に大変な思いをしています。この一

般家庭に対する支援というのも、先ほども申

し上げましたが、こういった国の交付金を活

用しながらも、市も持ち出して、そして、対

応していく。市民の方々から、今、本当に大

変だという声をたくさん聞きます。ぜひと

も、これを検討するということですから、ス

ピード感を持って対応していただければとい

うふうに思います。再質問はございません。

次に、行政問題の２点目なのですが、連帯

保証人の規定についてです。

まず、先ほど、保証人を見つけられない方

にはそれなりに相談に乗って入居していただ

いているという話を聞きました。ある方は保

証人なしで、ある方は２人も連帯保証人、必

死で探してきて、これ、どうしても不公平だ

と思うのです。

総務省が保証人の確保が困難な人の公営住

宅の入居に関する調査報告書というのを出し

ているのですけれども、やはり保証人の規定
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を撤廃できないという自治体の一番の理由と

しては、家賃の滞納が増えるのではないかと

いうことで踏み切れないことが一番の理由と

してあります。しかし、保証人を撤廃した自

治体では、八戸もそうですけれども、お聞き

しましたら、家賃の滞納は今のところない

と、変わらないという回答がありました。総

務省の調べでも、この回答が多かったという

結果が出ています。

入居に際しても、税金の滞納がないという

ことが要件にあります。ですから、保証人を

つけないから滞納に全部結びつくということ

ではなく、最初から入居のときに厳しい要件

があるのですから、その辺もしっかりと考え

ていただきたいと思います。

また、削除できない自治体では、国に対し

て要望を上げているのです。規定を残してい

る自治体の国への要望として、規定を削除す

ることによって生じる金銭的負担の補塡を国

に対して求めるという意見があるそうです。

ですので、こういったことも含め、今、撤

廃した様々な自治体の情報を集めて、前向き

に三沢市もいち早く、住むところがない、

ホームレスになるしかないとか、保証人が探

せなくて部屋を探せないとか、そういう方が

出ないようにしっかりと対応していただきた

いというふうに思います。再質問はございま

せん。

次に、損害賠償の責任のほうなのですけれ

ども、今の答弁の中で、三沢市営住宅の入居

に当たっては、故意、重過失、例えば、放火

したとかそういうふうな犯罪的なものであれ

ば、それは認められないと思うのですけれど

も、故意、重過失でなければ誤って失火して

畳や壁を焦がしても、生活保護受給者の方だ

けではなくて全ての入居者の方に対して損害

賠償を負わせないというふうに受け取りまし

た。

借家人賠償保険に加入しなくても、だから

大丈夫だということだと思うのですけれど

も、このことは入居者にきちんと説明されて

いるのでしょうか。それについて伺います。

○議長（堀 光雄君） 建設部長。

○建設部長（松橋一典君） 火災保険につい

ての再質問にお答えいたします。

市営住宅で火災が発生しても、その原因が

入居者の故意または重過失である場合を除

き、建物に対する損害賠償を生活保護受給者

を含む入居者に対して求めることはないとい

うことについてですけれども、これに関しま

しては、これまで入居者に対して説明はして

おりませんでした。今後は、入居の時点にお

きまして、この旨を説明してまいりたいと考

えております。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 以上で、奥本菜保巳

議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

遠藤泰子議員の登壇を願います。

遠藤議員。

○６番（遠藤泰子君） ６番、かがやき、遠

藤泰子です。

雪解けが進み、随分春めいてまいりまし

た。卒業式シーズンに入り、三沢で生まれ

育った子供たちが希望に満ちた新しい世界へ

と羽ばたく季節を迎えました。先行きが不透

明な時代、未来を築く子供たちの健全な成長

を願うものであり、家庭、学校、地域の連携

に加え、基地の町三沢だからこそのメリット

を生かした取組が必要であると考えることか

ら、教育問題について３点質問いたしますの

で、よろしくお願いいたします。

少子化により児童生徒の減少が続く中、社

会経済活動などにおけるグローバル化が進

み、さらにＩＣＴ化による情報通信技術の高

度化など社会環境が急速に変化を続け、教育

現場においては新たな対応に迫られるととも

に、様々な課題、解決すべき事象が出てきて

いるものと理解をしております。こうした状

況下においても、子供たちが楽しいと感じる

ことができる学校、よく分かる授業を維持、

向上させていくことは教育行政に期待されて

いる使命であり、取り組むべき最も重要な課

題の一つであると思います。
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当市におきましては、小学５年生と中学２

年生を対象とした令和４年度青森県学習状況

調査において、県内１６地区の中で上位の成

績となり、特に中学２年生の社会と英語は県

全体と比較し１０ポイント以上高い結果で

あったことが広報みさわ２月号に掲載されて

おりました。大変すばらしいことであり、三

沢市教育振興計画の下、教育委員会を中心と

したこれまでの総合的な取組が成果を上げて

いるものと理解しております。このようなす

ばらしい成果は、ぜひともＰＴＡはじめ各種

団体等への周知のほか、入学式や卒業式など

様々な場面で広く市民にＰＲすることもまた

必要であると思います。

令和２年度からスタートした三沢市教育振

興計画においては、四つの基本方針、１０の

政策目標、２２の重点施策を挙げております

が、特に英語に関する政策目標ではグローバ

ルなコミュニケーション能力を育む英語教育

の充実を掲げ、小学校１年生からネーティブ

な英語に触れながら、聞く、話すに加え、読

む、書くも含めた初歩的な英語の運用能力を

育成すること、また、英語教育セカンドス

テージとして、小学校における異文化理解の

促進、中学校における英語教育の高度化な

ど、英語教育全般の充実を図る旨の内容が示

されております。具体的な取組として、学校

教育支援員の効果的な配置、外国語の指導助

手としてＡＬＴやＡＥＴの配置、イングリッ

シュキャンプ、イングリッシュデーなどの授

業のほか、中学２年生、３年生に対する英語

検定受験料の助成などが実施されておりま

す。

このような他自治体に先駆けた取組が実を

結んできたことは大変喜ばしいことであり、

教育委員会をはじめ学校関係各位に対し、改

めて敬意を表したいと思います。

このほかにも様々な取組をされているもの

と思いますが、大事なことは、成果があった

要因を分析し、その要因をさらに延ばしてい

くことだと思います。一例を申し上げれば、

英語検定の助成については、中学１年生、さ

らに希望する小学生にも拡大していくことも

研究が必要であると思います。

時事通信社によると、文部科学大臣の諮問

機関である中央教育審議会は３月８日、令和

５年度から令和９年度の新たな教育振興計画

をまとめたとのことであり、この計画では、

中高生の英語力について、中学校卒業段階で

英検３級相当以上、高校卒業段階で準２級相

当以上の生徒の割合を６割以上にする目標を

盛り込んだとのことでありました。

また、豊かな語学力や多様性への理解があ

るグローバル人材の育成が重要と明記され、

目標達成のためにＩＣＴを活用した学習の推

進、高い専門知識を持つＡＬＴの配置強化に

取り組むとしております。申し上げるまでも

なくグローバル社会に対応した人材育成は時

代の要請であり、今後、ますます重要性が増

すものと認識しております。

そのような中にあって、三沢市は米軍基地

が所在することによって、ほかの地域よりも

英語に触れる機会に恵まれております。デメ

リットだけではありません。置かれた状況を

プラスに変えていく力は、特にこれからの時

代は最も必要な能力であると思います。この

アドバンテージを生かした人材育成を進め、

子育てなら三沢から一歩進めて、英語なら三

沢、学ぶなら三沢をスローガンに掲げること

で、英語に強い町としてイメージアップにつ

ながり、定住化にも貢献できるのではないか

と考えるところであります。

１点目の質問ですが、令和４年度青森県学

習状況調査において好成績となったことにつ

いて、この要因をどう捉え、今後の取組にど

のように生かしていくのかお伺いするもので

あります。

さて、近年、教職員の多忙化がマスコミ等

で取り上げられております。働き方改革が求

められ、取組が進められているものと認識し

ておりますが、学校教育現場においては、教

員が心身ともに健康でなければ、教育者とし

ての実力が発揮できず、楽しいと感じる学

校、よく分かる授業が困難になるものと思い
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ます。教員の負担軽減のため、学校教育支援

員や部活動指導員など業務量を削減するため

の取組のほか、スクールロイヤーやスクール

カウンセラーの活用、メンタルヘルスの実施

などを進めることで、肉体的及び精神的スト

レスを削減させることが求められていると思

います。

令和２年度に文部科学省が行った調査によ

ると、精神疾患によって休職した教員は５,

１８０人、全体の０.５６％という結果とな

り、横ばいで推移。改善が進んでいない状況

であるとのことでありました。当市において

も、多忙により心身に問題を抱えている教員

がおられると思われますが、２点目の質問と

して、働き方改革についての当市の現状と課

題、また、ストレスを抱えている教員に対

し、どのような対策を講じているのかについ

てお伺いいたします。

３点目は、学校教育支援員に関しての質問

となりますが、学習面や生活面で教育的支援

が必要な児童及び生徒に対し、支援や介助を

行い教員をサポートする学校教育支援員は、

教員の負担軽減のほか、学力向上や安全・安

心の学校づくりに大きく寄与しているものと

認識しております。

当市においても、学校教育支援員を適切に

配置されていることと思いますが、配置され

ている人数は、県内他市町村と比較してどの

ような状況であるのかお伺いいたします。

また、児童生徒に直接、接する仕事であり

ますので、適性や資質が重要であるものと認

識しておりますが、加えて、各学校に配置す

るに当たって研修体制の確保やコミュニケー

ションルールなども必要であるものと思いま

す。学校教育支援員として適正のある人材を

どのように確保するのかについてお伺いいた

します。

御答弁のほどよろしくお願いいたします。

○議長（堀 光雄君） ただいまの遠藤泰子

議員の質問に対する当局の答弁を求めます。

教育長。

○教育長（山内康之君） 教育問題、教育を

取り巻く現状と課題についての第１点目、令

和４年度青森県学習状況調査での成果につな

がった要因と今後の取組についてお答えいた

します。

主な要因としては、４点挙げられるものと

認識しております。

まず、要因の第１点目は、学力向上を目指

した各校の授業改善への取組です。子供たち

の学力を伸ばすために、各校でテーマを設け

て授業の指導方法を研究し、日々の授業につ

いて教員が一丸となって改善を図っておりま

す。

要因の第２点目は、英語力向上への取組で

す。当市では、他市町村に先駆け、平成１８

年度より小学校１年生から英語活動科の授業

を実施しており、英語指導助手及び外国語指

導助手を派遣し、ネーティブな英語に触れな

がら中学校３年生までの９年間にわたって英

語力向上に取り組んでおります。

また、現在、中学校２年生と３年生の英検

受験希望者にそれぞれ１回分の受験料を助成

し、より明確な目標を生徒に持たせることで

英語力向上を図っております。

要因の第３点目は、教員の研修体制の充実

です。教育委員会で主催した算数・数学研修

会、タブレット端末活用研修会、英語活動研

修会など多様な研修機会から教員自ら課題を

踏まえて主体的に研修を受講し、授業力の向

上を図っております。

要因の第４点目は、青森県学習状況調査等

の分析結果の共有です。調査後、市内全ての

学校に青森県学習状況調査、三沢市の分析

ファイルを配付し、正答率の低かった問題の

解説、今後の指導のポイントを共有できるよ

うにしております。教員は、自校の児童生徒

の状況から課題を捉え、指導のポイントを参

考に授業改善に取り組んでおります。

今後は、児童生徒の学力の状況とそれまで

の取組とを関連づけながら丁寧な分析をし、

改善を加えながら、よりよい取組を進めると

ともに、特に英語検定受験料の助成について

は、さらなる英語力向上を目指し、助成の対
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象を中学校１年生まで広げ、中学校３年生に

は２回分の助成に拡充することを予定してお

ります。

成果を上げた取組については、広報等を通

して広く市民に周知し、取組への御理解と御

協力をいただきながら、三沢の今と未来をつ

くる人づくりを進めてまいります。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 教育部長。

○教育部長（立崎裕輔君） 教育問題の第２

点目、教職員の働き方改革について現状と課

題、メンタルヘルスなど、今後の対策につい

てお答えいたします。

教育委員会では、平成３１年４月に学校に

おける働き方改革検討委員会を立ち上げ、教

職員の長時間勤務の実態把握とその改善に向

け検討を行いました。現在は、令和２年３月

に策定した三沢市教育委員会学校における働

き方改革プランに基づき、勤務時間の把握を

タイムカードにより行い、学校と連携し、働

き方改革の取組を続けております。

教職員の勤務時間につきましては、１か月

の時間外勤務時間が４５時間以内という上限

を設け、長時間勤務の是正に向けた指導をし

ておりますが、およそ３割から４割の教職員

がこの上限を超えており、中には１か月の超

過勤務が８０時間以上の教職員も見られるな

ど、教職員の長時間勤務が常態化している現

状から、その是正が課題となっております。

この現状と課題を受け、超過勤務時間削減

への対策として、各校長のリーダーシップの

下、業務のさらなる精選に努め、会議や打合

せの効率化を図るなど教職員が知恵と工夫を

出し合いながら改善を図っている最中であり

ます。

また、教育委員会といたしましても、教職

員の業務負担の軽減を図るべく、学校教育支

援員や学校司書、教育相談員、スクールソー

シャルワーカーや部活動指導員の配置など、

人的支援を積極的に行っており、今後は特に

部活動指導員の配置の拡充を予定しておりま

す。

次に、教職員の長時間勤務に伴うメンタル

ヘルス等への対策として、教職員健診の見直

しを図り、若手教職員の検査項目を追加する

など、病気の早期発見、早期対応に努めてお

ります。

さらに、来年度からは、教育委員会が産業

医を設置し、学校現場が健康で働きやすい職

場となるよう指導、助言をいただくととも

に、全国的に精神性疾患による休職者も増加

傾向にあることから、高ストレス者を早期に

発見し、必要に応じて医師との面談につなげ

るストレスチェック体制も構築する予定と

なっております。

教育委員会といたしましては、今後も教職

員の働き方改革を進め、教職員一人一人が

ワークライフバランスの取れた生活を実現

し、健康でやりがいを持って働くことができ

るような教育環境づくりに努めてまいりたい

と考えております。

続きまして、教育問題の第３点目、学校教

育支援員の配置状況と研修体制、人材確保を

どのように進めるのかについてお答えいたし

ます。

当市では、児童生徒に対し、きめ細かな支

援を行うため、会計年度任用職員として学校

教育支援員６０名を採用しており、県内１０

市の中では最大の配置割合となっておりま

す。

また、学校の実情に応じ、学校教育支援員

の経歴や専門的な知識等も考慮しながら適正

な人数を配置しており、多忙化状態にある学

校現場にとってはなくてはならない支援人材

となっております。

研修体制については、４月当初の辞令交付

式後に学校教育支援員としての職務内容や心

構えについての研修を行い、１学期末には学

校教育支援員全員を対象とした研修会を開催

し、演習などを通して特別な支援を要する児

童生徒への対応の仕方や学級担任との連携方

法などについて研修する機会を設けておりま

す。さらに、各学校においては、管理職や特

別支援コーディネーターが中心となり、定期
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的な情報交換を通して学校教育支援員のスキ

ルアップを図っております。

学校教育支援員の適正な人材の確保につい

ては、毎年、会計年度任用職員としての面接

を行い、一人一人の資質能力について審査し

た上で採用しております。

また、採用した学校教育支援員は、市の職

員に準じた人事評価制度において本人の自己

目標に基づき、第一次評価者である校長との

面談を行うなど、資質能力の向上に向けた取

組も行っております。

教育委員会といたしましては、学校や教職

員の担う業務が拡大している中において、多

様な児童生徒へのきめ細かな対応のために

も、学校教育支援員の支援業務は必要不可欠

なものであると認識しておりますことから、

今後も人材確保に努め、児童生徒が安心して

学ぶことができるような教育環境づくりに取

り組んでまいりたいと考えております。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 遠藤議員。

○６番（遠藤泰子君） 御答弁ありがとうご

ざいました。

１点目の好成績の要因については、授業の

改善への取組、英語力向上の取組、教員の研

修体制、そして、結果の分析と四つの大きな

要因があるということでありました。

また、今後の取組として、英語検定受験料

の助成を中学１年生まで拡充することという

ことでありました。大変よいことだと思いま

す。

再質問なのですが、三沢市教育振興計画で

は、小学１年生から英語活動科を実施とのこ

とでありますので、希望する小学生に対して

も英語検定受験料の助成を検討する考えがな

いのかお伺いいたします。

○議長（堀 光雄君） 答弁願います。

教育長。

○教育長（山内康之君） ただいまの小学校

でも英語検定を実施すべきではないかとの再

質問にお答えいたします。

学習指導要領では、英語教育の入門期であ

る小学校の英語は、言語活動を通してコミュ

ニケーションを図る力の素地または基礎を育

成することを目標としておりまして、言語や

文化の体験的な理解、身近で簡単な事柄につ

いて伝え合うことが必要だとされておりま

す。

市内小学校では、英語指導助手や外国語指

導助手とのコミュニケーションや児童同士の

体験的な言語活動を重視し、英語を使うこと

の喜びや楽しみを持てるような授業づくりに

努めているところであります。

今後も発達段階を踏まえながら、英語学習

への関心や意欲を育て、英語嫌いの子供を出

さずに英語力を向上させることに注力してま

いりたいと考えます。

このようなことから、英語検定の合格・不

合格に対する児童の心情の配慮に鑑み、小学

校における英語検定については、今のところ

考えておりません。

以上であります。

○議長（堀 光雄君） 遠藤議員。

○６番（遠藤泰子君） ありがとうございま

した。

教育委員会の方針、成長に応じた教育的な

配慮であるということを理解しました。小学

生はやらないということで理解しました。

私は、小学生への英語検定受験料について

は、やはり保護者に対する動機づけであると

思っておりまして、さらに英語力向上につな

がるのではないかと思っています。加えて、

他市町村との差別化がアドバンテージとなっ

て三沢市のイメージアップにもなり、定住化

にも貢献するのではないかと考えています。

ぜひとも研究していただければと思います。

再々質問はございません。

２点目の教職員の働き方改革についてでご

ざいますが、教職員の長時間勤務が常態化さ

れているが、改善のための部活動指導員の増

員とか検討も考えているということで理解い

たしました。

ケアの部分においては、当市においてはメ

ンタルヘルス対策、ストレスチェックなど、
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いろいろな対策が取られているということに

対し、少し安心したところでございます。

再質問ですが、御答弁の中に、教職員の健

診の見直しを図っていたということでありま

したが、具体的にはどの年代において見直し

が必要であったのか、また、どのような項目

を加えたのかについてお伺いいたします。

○議長（堀 光雄君） 答弁願います。

教育部長。

○教育部長（立崎裕輔君） 教職員の健診の

見直しはどの年代でどのような項目であるの

かといった再質問にお答えいたします。

令和３年度までは、３５歳未満及び３６歳

から３９歳の年齢の教職員の検査項目につき

ましては労働安全衛生法に基づき一部省略を

できるという規定になっており、その規定に

従いまして一部省略を行って実施していたと

ころでございます。

令和４年度からは、この一部省略をせずに

全ての項目を実施しております。具体的に

は、腹囲、心電図や血糖、腎機能検査を含む

血液検査を追加しております。また、３５歳

から３９歳の年齢の教職員には、便潜血検査

も実施しております。さらに、４０歳以上の

教職員にも血糖値や腎機能の異常を早期発

見、早期治療できるように、より詳細な検査

項目を追加しております。

このほかにも、健診時期を授業に支障のな

い夏季休業中に実施し、全ての教職員が健康

診断を受けることができるような体制を取る

など、教育委員会といたしましては、子供の

前に立っていただく教職員が何よりも元気で

あってほしいという願いから、当市独自の教

職員健康診断の充実に努めているところでご

ざいます。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 遠藤議員。

○６番（遠藤泰子君） ありがとうございま

した。

きめ細やかに取り組まれているということ

で理解しました。再々質問はございません。

３点目の教育支援員も県内一ということで

大変うれしく思います。対応も適切であると

感じました。今後も未来を担う子供たちの健

全育成のために頑張っていただきたいと思い

ます。

私からは、以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 以上で、遠藤泰子議

員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

田嶋孝安議員の登壇を願います。

田嶋議員。

○５番（田嶋孝安君） ５番、かがやきの田

嶋です。

通告に基づきまして、一般質問をさせてい

ただきます。

行政問題についてです。

昨年２０２２年１０月８日午前７時台の通

勤・通学が多い時間帯のさなかに全国瞬時警

報システムＪアラートが発令されました。対

象は北海道、青森県ということでした。この

日、地方紙、東奥日報社は号外を出し、掲載

されたその写真には三沢市の小学生たちが身

を寄せ合い、建物の脇にたたずむ姿の写真

で、とても衝撃を受けました。この写真を見

て、子供たちに安心と安全を確保し、笑顔で

過ごす時間を守らなくてはいけない、そのよ

うに感じました。

また、Ｊアラートの警報を聞くのは不安を

感じていながらも、津波同様、避難行動をす

る、しないにおいても少し慣れが出てきてい

るようにも感じます。行動として何が正しい

のか、はっきりとしたことは分かりません

が、どこに落ちるか分からないが、取りあえ

ず建物に入れと声をかけながら、時間とテレ

ビを気にしておりました。

そのような中、私たちは宝である子供たち

を守る観点からも知恵を出し合い、子供たち

を守ることや市民の安全と財産を守るため、

対策をさらに考えていくべきではないでしょ

うか。

平成２９年、西暦２０１７年６月８日、第

２回定例会、市政に対する一般質問の際、私

は地下駐車場設置について質問をさせていた
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だいた経緯があります。その再質問の中で、

有事の際を考えても地下駐車場があるないで

は大分違うのではないかと質問をした経緯が

あります。

今、改めて、ロシアのウクライナ侵攻など

も踏まえ、世界情勢も大きく変化してきてい

るさなか、北朝鮮から過去に例を見ない頻度

での弾道ミサイルが発射され、予告なく発射

したミサイルが日本上空を通過している事案

も起こっている。国においても、核シェル

ターなどの避難施設について検討がされてい

るが、国の動向を踏まえ、避難施設整備につ

いて、三沢市としてどのような対策をされて

いるのか、２点伺います。

一つ目に、市民の生命と財産を守るため、

当局として、どのような対策を取っているの

か伺います。

二つ目に、国においても核シェルターなど

について検討されているが、国の動向を踏ま

え、避難施設整備をする考えがあるか伺いま

す。

次に、教育問題です。

タブレット端末も児童生徒、教師に行き渡

り、授業の様子も大分さま変わりしてきてい

ると思います。扱いに苦慮している方、慣れ

た方といらっしゃると思いますが、タブレッ

ト端末の使用前と使用後では、大分よしあし

が出始めていると感じています。これから新

しい時代を担う子供たちにどんどん利用して

もらい、時間の有効活用や授業の内容にさら

に興味を持たせるなど、教育の進化を期待し

たいものです。

そこで、ＩＣＴ教育について、２点伺いま

す。

一つ目に、タブレット端末が児童生徒に利

用され、授業も大分さま変わりしていると感

じますが、現在の授業におけるタブレット端

末の利用状況について伺います。

二つ目に、タブレット端末の自宅利用につ

いて検討する考えがないか伺います。

以上になります。よろしくお願いいたしま

す。

○議長（堀 光雄君） ただいまの田嶋孝安

議員の質問に対する当局の答弁を求めます。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの田嶋議

員御質問の行政問題、弾道ミサイル発射への

対応等についての第１点目については私か

ら、そのほかにつきましては教育長並びに総

務部長からお答えをさせますので、御了承願

いたいと存じます。

近年、隣国から弾道ミサイルなど飛翔体の

発射が頻発しており、日本の排他的経済水

域、いわゆるＥＥＺ内や日本上空を通過し太

平洋に落下するなどの事態も発生しておりま

す。

弾道ミサイル発射への当市の対策といたし

ましては、国民の保護のための措置や緊急対

処保護措置を的確に実施するための市の責務

等を定めた三沢市国民保護計画において、有

事の際に即座に対応できるよう関係機関との

連携も含めた組織体制、緊急情報を受信する

全国瞬時警報システム、いわゆるＪアラート

及び防災行政無線放送や情報メール、ＣＡＴ

Ｖ文字放送など複数の手段を連動させ、住民

へ情報を発信する体制等を整えております。

さらに、弾道ミサイルが落下する可能性が

ある場合に取るべき行動について、内閣官房

国民保護ポータルサイトの情報を市ホーム

ページや情報メールを通じて発信していると

ころであります。

また、教育委員会におきましても、毎年度

作成する学校教育指導の方針と重点の中に、

避難行動の仕方や対応などを記載し、ミサイ

ル発射情報が発信された際の体制を整えてお

ります。

私からは、以上であります。

○議長（堀 光雄君） 総務部長。

○総務部長（蹴揚光昭君） 行政問題の第２

点目、国の動向を踏まえ、避難施設整備をす

る考えがあるかとの御質問にお答えいたしま

す。

国では、昨年１０月の衆議院予算委員会に

おいて、岸田内閣総理大臣が核攻撃に対する
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施設対策の必要性があると答弁し、１１月に

は記者会見において松野官房長官が国家安全

保障戦略等を策定する中で検討すると発言す

るなど、武力攻撃自体に対する避難施設の整

備について言及しております。

また、昨年１２月に国家安全保障会議及び

閣議で決定された国家安全保障戦略では、国

民保護のための体制強化の具体例に様々な種

類の避難施設の確保が挙げられているところ

であります。

弾道ミサイル落下時の一般的な避難行動と

いたしましては、爆風や破片などからの直接

の被害を軽減するため、屋外にいる場合は建

物か地下への避難が推奨されており、青森県

が指定している市内の緊急一時避難施設は小

中学校や公共施設の計１５か所ありますが、

地下避難施設は確保されていない状況であり

ます。

現時点で避難施設整備について、国から具

体的なものは示されておりませんが、国民保

護のための体制の強化は国と地方公共団体等

が協力して取り組むべきであることから、今

後の国の動向を注視してまいりたいと考えて

おります。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 教育長。

○教育長（山内康之君） 教育問題の第１点

目、現在の授業におけるタブレット端末の利

用状況についてお答えいたします。

当市では、文部科学省が掲げるＧＩＧＡス

クール構想の実現に基づき、市内全小中学校

の児童生徒が１人１台学習用コンピューター

を使用できる教育環境の整備を令和２年度に

実施したところであります。

利用状況につきましては、授業支援ソフト

「ロイロノート」をはじめ、タブレット端末

に内蔵されているアプリケーションを活用し

た授業が主体となっております。

また、昨年４月に実施された全国学力・学

習状況調査の児童生徒用質問紙調査では、

「ＰＣ・タブレットなどのＩＣＴ機器を、ど

の程度使用しましたか」という設問に対し、

「ほぼ毎日」や「週３回以上」との回答割合

が三沢市では小学校で６３.０％、中学校で

は５５.８％でした。これは全国平均に比

べ、小学校はプラス４.８ポイント、中学校

はプラス４.９ポイント上回りました。

なお、当市では、授業の全ての学習活動に

おいてタブレット端末を使うのではなく、

ノートに書き表したり、相手を見て伝え合っ

たりするなどの従来の学習方法も大切にしな

がら、各教科の目標を達成するための一つの

手段として効果的にタブレット端末を活用し

ております。

あわせて、ＩＣＴ活用支援員による教職員

のサポート体制を充実させ、教職員の負担軽

減が図られるよう努めております。

続いて、教育問題の第２点目、タブレット

端末の自宅利用についてお答えいたします。

タブレット端末の持ち帰りについては、現

在、市内１校にて先行的に実施し、課題等の

検証を行っております。家庭でタブレット端

末を活用する場面といたしましては、オンラ

インによる臨時休校等の緊急時の授業や個別

の配慮を必要とする児童生徒への指導の場

面、さらには、オフラインによる平時におけ

るドリル学習の場面を想定しております。

なお、ドリル学習は、校内においてオンラ

インとなり、採点や集計が自動で行われるこ

とで、教員の負担軽減につながると考えてお

ります。

緊急時等、家庭においてオンラインによる

活用をする場合、当市におけるタブレット端

末の通信回線はＷｉ－Ｆｉを利用しており、

環境が整っていない場所でのタブレット端末

の利用についてはルーターの貸出しにより対

応することとしております。

今後は、現在実施中の市内モデル事業校に

よる実証実験における課題や問題点を洗い出

し、タブレット端末の効果的な活用及びリス

ク管理を検討するとともに、オフラインでの

持ち帰り学習は各校の意向に応じて実施して

まいります。また、オンラインでの活用につ

いても、緊急時等に対応できるように環境を
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整備してまいります。

以上であります。

○議長（堀 光雄君） 田嶋議員。

○５番（田嶋孝安君） 御答弁ありがとうご

ざいました。

順に再質問させていただきたいと思いま

す。

第１点目についてですが、今現在、いろい

ろと検討されていることと思っておりました

が、本当に国主導という部分もあるのかもし

れませんが、あまり前向きに動かれているよ

うな感じを受けなくて少し残念でした。

ただ、これはちょっと意味合いが違うのか

もしれませんが、やはり津波は津波で高いと

ころに逃げるための避難施設を設けたりとい

うことを現在しているわけですが、実際、２

番目として核シェルターの話も出しているの

ですけれども、核シェルターまで行けるかど

うかという時間を考えると、やはり近場のと

ころで少しでも何かしら避難をしていくとい

うことが必要なのではないかというように感

じているところであります。

そのような中で、この場でたまに出る産学

官の言葉がありますが、やはりこういったも

のに関しても、いろいろな方と研究してとい

うことがあってもいいのではないかというよ

うにも感じたりします。それによって、産業

がまた盛んにもなるということもあります

し、三沢としてのやはり市民を守るという姿

勢も打ち出せるというようなことなどを私自

身は感じます。

そういったことで、いろいろな方と知恵を

出し合って、例えば、公園にモニュメント的

な物を造って子供たちや市民を守るようなこ

となどを考えてもいいのではないかというよ

うに私自身は考えたりするわけですが、そう

いったことで産学官などを使いながら市民を

守る施設という部分といいますか、遊具とい

うものになるのか分かりませんが、そういっ

たことを考えたりするというようなことは

あったりしないか、再度伺います。

よろしくお願いいたします。

○議長（堀 光雄君） 答弁願います。

総務部長。

○総務部長（蹴揚光昭君） ただいまの再質

問、産学官での研究ということだと思います

けれども、まず、三沢市独自で産学官で研究

というのはなかなか難しいことだと思ってお

ります。

国のほうでは、国家安全保障戦略の有識者

会議などにおきまして、それぞれの分野の有

識者と意見を交わすなどの議論をされている

ことから、現時点では、市独自で産学官で研

究するということは考えておりません。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 田嶋議員。

○５番（田嶋孝安君） ありがとうございま

す。

これは、この内容に当てはめた内容ではな

いのですが、産学官でやっていながら、市と

して予算をほぼ持たずに事業を進めていると

いう自治体もあるものですから、予算的にさ

ほどかからないというような考えもできるか

もしれません。ですから、ぜひそういった企

業ですとかと協力し合いながら安全を少しで

もつくるというようなことをぜひ考えていっ

ていただきたいというように思います。

続きまして、２番の核シェルターの件につ

いてでありますが、国でやはり核シェルター

ですとか避難施設をやるというようなメ

ニューが出たときに、三沢市がすぐに手を挙

げてやるというようなことがあれば、市民の

方も安心するように私は感じるのですが、そ

の中で先ほどの御答弁でいくと、あまり状況

的に前向きなお話になっていなかったように

感じるのですが、メニューとしてやはり出て

くるなりということに対して、市民の安心を

つくるためにも、ぜひとも早く手を挙げてや

るというような姿勢を見せていただきたいと

いうように感じますが、その点につきまして

はどのようにお考えでしょうか。

○議長（堀 光雄君） 総務部長。

○総務部長（蹴揚光昭君） 国のメニューで

避難施設の補助等が出た場合にはすぐ市のほ
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うで対応するかという御質問にお答えいたし

ます。

国のメニューの内容をまずは精査しなけれ

ばならないと考えております。検討につきま

しては、メニューが出ましたらすぐ検討に入

らなければならないと考えております。実際

に整備するかどうかについては、その後とい

うことになると考えております。

以上でございます。

○議長（堀 光雄君） 田嶋議員。

○５番（田嶋孝安君） 分かりました。

ぜひとも検討にしても早く動いていただい

て、そしてやはり市民の方に安心を提供する

よう努めていただくようお願いしたいと思い

ます。

続きまして、教育問題のＩＣＴ教育につい

てに移らせていただきたいと思います。

先ほど、ちょっとお話を伺いながらも、利

用しながら順調に進められているというよう

に感じさせていただきました。本当に、私な

んかも先ほどちょっとそちらでタブレットを

持ちながら、使わせていただきながらも、な

かなかまだまだ慣れない点がありますが、子

供たちは大分やはり使い慣れしてきているの

ではないかなというように感じております。

そのような中ではありますが、このタブ

レットというものを使い始めたばかりですの

で、その前の部分でＩＣＴという考え方でい

きますと、パソコンがあります。学校にパソ

コン教室がありますが、今タブレットが出る

ことによって、そのパソコンをどのように使

われているのかお聞かせいただきたいと思い

ます。

よろしくお願いいたします。

○議長（堀 光雄君） 教育長。

○教育長（山内康之君） パソコン室の利用

状況についての再質問にお答えいたします。

デスクトップパソコンを常設しているパソ

コン室は、現在においても授業等で利用され

ております。授業では、主に小学校では家庭

科、中学校では技術科において情報モラルを

学ぶ場面やキーボード、マウス操作を習得さ

せる場面で利用されております。

また、その他の場面としては、生徒会活動

におけるポスターや文集作り、小学校におけ

るクラブ活動、中学校における部活動でもカ

レンダー作りやパソコン検定取得のためのタ

イピング練習などに利用されております。さ

らに、文化祭などの学校行事でも、掲示物や

看板作りなどに利用することが多くございま

す。

以上であります。

○議長（堀 光雄君） 以上で、田嶋孝安議

員の質問を終わります。

この際、午後１時まで休憩します。

午前１１時４８分 休憩

────────────────

午後 １時００分 再開

○議長（堀 光雄君） 休憩前に引き続き、

会議を開きます。

ここで、議長を交代します。

○副議長（加澤 明君） 議長を交代いたし

ました。

それでは、一般質問を次に移ります。

春日洋子議員の登壇を願います。

春日議員。

○１４番（春日洋子君） １４番、公明党の

春日洋子でございます。

通告の順に従い、質問してまいります。

初めに、行政問題の１点目、ペット同行避

難の実施についてお伺いいたします。

昨今、災害時にペットと一緒に避難する同

行避難が広がっています。過去の災害の教訓

から、国も指針を策定し、受け入れる避難所

を設置する自治体が増えています。

全国に先駆けて福岡県で災害派遣獣医療

チームを設立した同県の獣医師である船津敏

弘さんは、同行避難は最終的に人の命を救う

と訴えています。東日本大震災では、自宅に

残したペットを迎えに戻り、津波に巻き込ま

れたケースもあったといわれています。全て

の避難所での受入れは難しいですが、まずは

ペットを連れて最寄りの避難所に向かうこと

が大事だと思います。
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東日本大震災を機に、環境省は同行避難を

基本とする指針を策定しました。しかし、そ

の後もペット連れでほかの被災者とトラブル

になった人や遠慮して車中泊したケースも

あったことから、環境省は自治体に受入体制

の整備を促しています。

ペット受入可能な避難所を設置した熊本市

では、鳴き声の問題などもあり、広くて避難

所周辺の住宅への影響が少ない場所を確保す

る難しさも実感したといいます。

あわせて、飼い主への情報収集や備えも必

要です。慣れない避難先でストレスを減らす

ため、ペットはケージの中で過ごさせること

が望ましく、日頃の訓練が大切ですが、飼い

主によって認識の差が大きいといいます。

先進的に取り組んでいる福島県福島市で

は、昨年９月に市動物愛護ボランティアが設

置されたのを受け、初めて実施されており、

行政、県獣医師会らの関係機関が連携して、

災害時の役割分担を確認するとともに市民に

同行避難を周知しています。

また、愛知県犬山市では、災害時の避難所

でペットと同じ部屋で生活できる同室避難の

体制を昨年１２月から県内で初めて指定避難

所に取り入れ、３３の避難所のうち３か所で

整えています。

災害は予期せぬタイミングで起こります。

いざというときに戸惑わないようペットを同

伴して避難するための準備が大切であり、人

と動物の大切な命を守るため、ペット同行避

難の実施についてはどのように進めていかれ

るのか、本市の御見解をお伺いいたします。

次に、２点目のひきこもり支援のための居

場所の開設についてお伺いします。

ひきこもりの長期化、高齢化などの課題に

対しては、家族を含めたさらなる支援の強化

が求められています。

また、ひきこもりは早期発見、早期支援に

つなげていくことが重要なため、相談窓口の

周知や支援情報の提供、支援団体への橋渡し

などを推進する必要があるといわれていま

す。

ひきこもりの当事者たちに共通しているの

は、自分たちには存在価値がない、社会から

必要とされていないという感覚であり、生き

づらさに寄り添い、不安を受け止めることが

大切です。

また、ひきこもりは恥ずかしいとの偏見か

ら、本人や家族が助けを求められず孤立して

いく場合もあることから、引き籠もることへ

の偏見をなくしていくことも必要です。

さて、ひきこもりの回復には４段階あり、

一つ目に、挫折したことに本人も家族も不安

を抱き、葛藤や衝突が起きる葛藤期、二つ目

に、社会との関係を拒否して家に閉じ籠もる

自閉期、三つ目に、失敗と成功を繰り返しな

がら徐々に社会との接点を取り戻していく試

行期、四つ目に、社会の中に居場所を見い出

す回復期であるそうです。

家族は何も刺激せず、本人のペースと自主

性に任せて待つべきだとの専門家の言葉があ

り、初めの数週間はそのとおりですが、自閉

期以降は異なり、実際には家族がどうしたら

よいのか分からず長期化したひきこもりに立

ち尽くしているケースが多いといわれます。

そこで、こうしたひきこもり状態にある人

の孤立を防ぎ、社会とのつながりを回復して

もらうため、家庭の外に安心して過ごせる居

場所を提供することは社会復帰の始まりとな

るのではないかと考えます。開設について、

本市の御見解をお伺いします。

次に、福祉問題の重度障害児、重度障害者

を対象とした発電機や蓄電池などの非常用電

源購入費についてお伺いします。

これまで新聞報道で、人工呼吸器を必要と

する方にとって、電気は命をつなぐ必需品で

あり、突然の停電や災害時、長時間の移動時

などには１台の蓄電池だけでは電池が切れな

いかと不安になる御家族がいらっしゃること

を知りました。一例として、人工呼吸器やた

んの吸引器などが日常的に欠かせない場合、

困るのは検査などで定期的に病院に連れてい

くときに蓄電池を持参して車で移動します

が、病院の待ち時間や渋滞が長いと、電池が
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切れないかハラハラするといいます。

そこで、もう１台あると助かりますが、２

台目の蓄電池の購入費に苦慮しているという

ものです。全国を見渡してみると、広島市や

越谷市、鴻巣市などでは非常用電源の購入費

の助成を始めている自治体がありますが、本

市ではこのような不安を抱えている方がいな

いのだろうかという思いに至ったところで

す。

このことから、本市では重度障害児や重度

障害者を対象とした発電機や蓄電池などの非

常用電源購入費に不安を抱えている場合には

どのように対応されるのかお伺いします。

次に、健康問題の帯状疱疹ワクチン接種へ

の助成についてお伺いします。

激しい痛みなどを伴う帯状疱疹は加齢とと

もに発症のリスクが高まり、中高年に多く発

症すると言われます。予防には帯状疱疹ワク

チン接種が効果的であり、２０１６年に国内

メーカーの生ワクチンが、また、２０１８年

には海外メーカーの不活化ワクチンがそれぞ

れ５０歳以上を対象に国内で薬事承認されて

おり、発症リスクの低下に有効とされていま

す。

ただ、帯状疱疹ワクチンは全額自己負担の

任意接種の位置づけであり、医療機関によっ

て接種費用が異なりますが、数千円から数万

円かかり、ためらう人も多いといいます。国

立がん研究センター中央病院の岩田敏感染症

部医師は、帯状疱疹は帯状疱疹後、神経痛の

ほか、目にできれば角膜炎、耳にできれば難

聴の原因にもなり、油断できない、高齢者に

はワクチン接種が何より重要、まずは自治体

の助成で受けやすくした上で定期接種化を急

ぐ必要があると指摘しています。

５０歳以上から発症リスクが上昇し、７０

歳以上でピークに、８０歳までに３人に１人

が経験するとされていることから、接種費用

の負担軽減に向けて独自の助成制度を設ける

自治体が広がっており、市民の皆さんの健康

を守るため助成すべきと考えます。本市の御

見解をお伺いします。

最後に、消防問題の消防団への天候に応じ

た対策についてお伺いいたします。

地域住民によって構成される消防団は、火

災発生時の初期消火や災害時の避難誘導、救

助活動などを担う地域防災力の中核です。近

年は全国的に災害が頻発、甚大化し、消防団

の役割が一段と重みを増しているものと思い

ます。

さて、本年１月１５日の消防団出初め式

は、降りしきるみぞれの中で行われました。

厳しい寒さに加え、びしょぬれになっている

消防団の皆様の姿を目の当たりにし、安心し

て活動できる環境整備を進めるべきではない

かと痛感したところです。

昨今、全国的に消防団員の減少に歯止めが

かからず、地域防災の担い手をどう確保する

か知恵を絞らなくてはならない現状にありま

す。そういう中にあって、今後はさらに天候

の状況を考慮した上で、消防団の健康を守る

対策を進めていくべきと考えます。本市の御

見解をお伺いします。

以上で、私の質問は終わります。御答弁を

よろしくお願いいたします。

○副議長（加澤 明君） ただいまの春日洋

子議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの春日議

員御質問の行政問題の第１点目、ペット同行

避難の実施については私から、そのほかにつ

きましては健康福祉部長並びに消防長からお

答えをさせますので、御了承願いたいと存じ

ます。

近年、飼い主にとってペットは家族の一員

であるという意識が一般的になりつつあり、

災害時のペット同行避難は、動物愛護の観点

のみならず、飼い主である被災者の心のケア

の観点からも重要であります。

このことから環境省では、避難所を運営す

るに当たって平常時から受入体制を整えてお

く必要があるため、避難所でペットを飼って

いる人と飼っていない人が調和の取れた生活
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を送れるよう平成２５年に災害時における

ペットの救護対策ガイドラインを、平成３０

年には人とペットの災害対策ガイドラインを

作成し、公表しております。

当市といたしましても、ペット同行避難へ

の対応は必要であると認識しており、当該ガ

イドラインを踏まえ、被災時に飼い主が取る

べき行動やマナーを飼い主自身に知っていた

だくことが重要であると考えております。

当市におけるペット同行避難訓練は、新型

コロナウイルス感染症の影響により実施でき

ておりませんが、令和元年度の青森県の総合

防災訓練や今年度の三沢市総合防災訓練の中

でペット同行避難に必要なしつけや携行品、

家庭内備蓄等を紹介する啓発展示を実施し、

日頃からの備えや災害発生時に飼い主が取る

べき行動について市民へ周知しているところ

であります。

今後におきましても、引き続きペット同行

避難に関する啓発活動を行うとともに、ペッ

ト同行避難訓練などの実施に向けて検討して

まいりたいと考えております。

私からは、以上であります。

○副議長（加澤 明君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（篠田浩一君） 行政問題の

第２点目、ひきこもり支援のための居場所の

開設についてお答えいたします。

ひきこもりとは、様々な要因や背景が絡み

合い、複合的な課題を抱え、原則的に６か月

以上にわたって学校や仕事、アルバイトなど

の社会活動に参加できず、家庭に留まり続

け、人との交流の機会が途絶えている状態の

ことでございます。

当市の総合相談窓口におけるひきこもりに

関する相談件数につきましては、令和３年度

が４件、令和４年度１月末現在で６件となっ

ております。このうち、児童生徒に関しまし

ては教育委員会や小中学校などの関係機関に

つなげ、高校生以上に関しては学校や保健師

などと連携して個別にプランを作成し、就労

支援や病院への受診勧奨のほか、生活保護や

給付金、年金などの社会保障の手続を支援し

ているところであります。

御質問の居場所の開設につきましては、児

童生徒に関しては、教育委員会が所管となり

国際交流教育センター内に教育相談センター

を設置し、教育相談員２名と適応指導員３名

を配置して、通室する児童生徒の学習支援や

保護者からの相談など状況に応じた支援をし

ているところであります。

また、高校生以上に関しては、現在、総合

社会福祉センター内に総合相談窓口を設置

し、生活困窮者自立相談支援員２名を配置し

て状況に応じた支援のほか、個別に定期訪問

をしております。その際、同じ悩みを抱えて

いる人との交流やふれあいの機会について聞

き取りをし、要請があれば適宜に開催するこ

ととしております。

しかしながら、現時点ではそのような要請

がないことから開催には至っておりません

が、ひきこもりの現状を脱却する第一歩とし

て、自らの意志で外出し、安心して行くこと

のできる居場所があることは、課題解決にも

大きな成果が期待できるものと認識しており

ます。

今後におきましても、先進事例などの情報

を収集しながら関係機関と協議し、気軽に立

ち寄れる居場所の新設などを含めた環境づく

りを推進してまいりたいと考えております。

次に、福祉問題の重度障害児、重度障害者

を対象とした発電機や蓄電池などの非常用電

源購入費についてお答えいたします。

当市では、障がい者総合支援法に基づく日

常生活用具給付等事業において、人工呼吸器

を使用している在宅の障害者や障害児、難病

患者等に対して、災害等の発生時における非

常用電源として発電機や蓄電池を給付対象と

しております。在宅での発電機や蓄電池の備

えに当たっては、医療機器メーカーやかかり

つけの医療機関などから当該電源に人工呼吸

器の外部バッテリーを接続し、安全かつ正常

に充電が可能かどうか、また、充電完了まで

にどれくらいの時間がかかるかなどの確認が

必要であり、その上で個々の障害の状態、使
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用している医療機器の種別や規格、避難先ま

での移送時間、外部バッテリーによる医療機

器の稼働時間等を把握するなど個別具体的な

検討が必要とされております。

当市では今後、人工呼吸器を使用している

在宅の障害者等を含む災害時の避難行動要支

援者に対して個別避難計画を作成することと

しており、御質問の日常生活給付等事業によ

る非常用電源の購入費助成につきましては、

計画の策定過程において当事者の方々の個別

の事情等に十分配慮するとともに、日常の不

安を少しでも和らげられるよう適切に対応し

てまいりたいと考えております。

続きまして、福祉問題の帯状疱疹ワクチン

接種への助成についてお答えいたします。

帯状疱疹は、過去に罹患した水疱瘡ウイル

スが加齢、疲労、ストレスなどの免疫力低下

をきっかけに再び活性化することによって発

症する皮膚疾患であり、おおむね５０歳以上

の中高年層に発症しやすいといわれていま

す。その症状としては、皮膚の激しい痛みや

腫れ、水ぶくれ、発熱などが主なものであ

り、症状が治まった後も後遺症として神経痛

等が残るなど、発症予防及び早期治療による

重症化予防が必要な疾患と認識いたしており

ます。

帯状疱疹の発症を予防する方法といたしま

しては、発症割合が高まる５０歳以上の方を

対象とした帯状疱疹ワクチン接種が有効とさ

れておりますが、このワクチンは予防接種法

に基づく定期接種とは異なる任意接種である

ことから、接種する場合の費用は自己負担と

なっております。

こうした中、厚生労働省では現在、帯状疱

疹ワクチンの接種に最適な対象年齢と期待さ

れる効果、安全性などについて議論されてお

り、定期接種化に向けた検討が進められてい

るところであります。

当市といたしましては、このワクチン接種

による帯状疱疹の発症や重症化予防など一定

の効果が期待できることから、予防接種をす

ることの意義は大変大きいと認識しておりま

す。

しかしながら一方で、予防接種は一般的に

接種後の副反応や健康被害が生じる場合が見

受けられることから、帯状疱疹ワクチンにつ

きましても他のワクチンと同様に安全性等に

ついて考慮する必要があるものと考えており

ます。

このことから、帯状疱疹ワクチン接種への

助成につきましては、国の定期予防接種等の

検討状況を注視し、医療機関とも十分に協議

を重ねながら慎重に判断してまいりたいと考

えております。

以上でございます。

○副議長（加澤 明君） 消防長。

○消防長（浅野一雄君） 消防問題の消防出

初め式の天候に応じた対策についてお答えい

たします。

消防団は市町村における非常備の消防機関

であり、その構成員である消防団員は本業を

持ちながら自らの地域は自らで守るという郷

土愛の精神に基づいて、市民の生命、身体及

び財産を守るために活動しており、果たすべ

き役割は極めて大きいものがあります。

消防団員の活動は火災対応だけでなく、台

風や豪雨による風水害や土砂災害、地震など

の大規模な災害において人命救助や避難誘

導、水防活動や災害広報など多岐にわたって

おります。

消防出初め式は、年頭行事として広く市民

に消防職員、消防団員の旺盛な士気と消防力

を示し、あわせて防火思想の普及を図ること

を目的に開催しております。これまでは、当

市管内での火災出場及び気象状況で警報が発

令され災害出場が予想される場合を除き、悪

天候であっても制服、活動服で実施すること

が基本的な考えとしているところでありま

す。

御質問の消防出初め式における消防団員の

健康面に配慮した対策としましては、参加消

防団員へ防寒対策を周知徹底し、強風雨や大

雪、みぞれなどの悪天候時は屋外での観閲を

取りやめ、屋内での式典のみに変更するなど
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の対策を検討してまいりたいと考えておりま

す。

以上でございます。

○副議長（加澤 明君） 春日議員。

○１４番（春日洋子君） ただいまの御答弁

に対し、再質問をさせていただきます。

最初に、行政問題の１点目、ペット同行避

難の実施について再質問させていただきま

す。

先ほどの壇上での質問の中でも申し述べま

したけれども、現在は同行避難、先ほど御紹

介いたしましたのは福島市の例でございまし

た。そして、さらに進んで同室避難、このよ

うに流れが進んでいる。やはり、ペットを置

き去りにすることがまた飼い主への避難遅

れ、また命にも関わるというこれまでの状況

を踏まえてのことでありましたけれども、市

長の御答弁をいただきながら、これまでコロ

ナ禍ということでもありましたので啓発活動

等はしていただいたものの、実際の訓練には

至っていない、今後、計画を立てていってい

ただきたい、実施に向けて準備を進めていた

だきたいというふうに願うものでありますけ

れども、そこで、三沢市において、今後、

ペットの同行避難実施に向けて検討また準備

を進めていっていただく中で、様々な関係機

関との協議や連携も必要になってくるものと

いうふうに受け止めておりますけれども、同

行避難の実施に向けて、関係機関との協議

等々をどのように進めていかれるのか、現段

階ではどのようにお考えなのか、参考にお聞

かせいただきたいと思います。

○副議長（加澤 明君） 総務部長。

○総務部長（蹴揚光昭君） 三沢市として、

今後、同行避難についてどう取り組んでいく

かとの再質問にお答えいたします。

当市といたしましても、ペット同行避難時

の課題等を把握するためにも実地訓練は必要

であると考えております。また、どういった

訓練であれば飼い主の皆さんに参加していた

だけるか、そういったことを考えることも必

要だと思っております。このことから、先進

事例を参考にしまして、県の動物愛護セン

ター、また、ノウハウのある関係団体、そし

て、飼い主の皆さんなどの協力をできるだけ

得られるよう実際に飼い主とペットが参加で

きる形での訓練を実施できるように検討して

まいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（加澤 明君） 春日議員。

○１４番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。ぜひよろしくお願いいたします。

次に、２点目のひきこもり支援のための居

場所の開設について再質問いたします。

これまで、このひきこもりに関する家族会

の皆様と懇談をする機会が幾度となくござい

ました。三沢市には現在、こういう居場所と

いうものがございません。そういうことか

ら、やはり当事者また御家族が県内のいずれ

かに足を運んで御相談をしている状況にもあ

るということもお聞きした経緯がございま

す。

先ほどの御答弁の中でも、総合社会福祉セ

ンターにおいて生活困窮の御相談者がおいで

になったとき、丁寧にお話を聞いた中で、実

は御家族にひきこもりの方がいらっしゃる、

そして、それがまた働き世代の方であるので

生活が困窮に至っているという背景もあると

いうこと、丁寧に寄り添って御相談に応じて

いただいていることも承知しているところで

ございます。

そこで、私は昨年、議員個人研修におきま

して愛知県刈谷市を視察させていただきまし

た。刈谷市では、子ども・若者総合相談窓口

を開設し、そして、昨年１０月からは、ひき

こもりの居場所を設置しておりました。その

中で、この居場所でありますけれども、刈谷

市では図書館を有効に活用していらっしゃ

る、そして、館内で自由に過ごせる居場所を

設置しておりました。どなたでも、ひきこも

りの当事者ではなく一般市民、皆さんそれぞ

れあらゆる年代の方々が図書館を利用する中

で、指導員の方もさりげなくそこにいらして

環境をつくっていらっしゃるということで非
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常に感銘を受け、よい取組だというふうに感

じてまいりました。

そこで、もし可能であれば、三沢市も図書

館など人が集まる施設を有効活用してはいか

がか、選択肢の中に入れていただいて検討も

していただくのがよろしいのかなというよう

な思いを抱いているところですけれども、こ

の点についての御見解をお聞かせいただきた

いと思います。

○副議長（加澤 明君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（篠田浩一君） 再質問につ

いてお答えいたします。

ひきこもり支援としての居場所について、

図書館を含めた人の集まる場所、施設、そう

いったところを有効活用できないのかといっ

た御質問でございますが、まず、仮に図書館

を利用した場合、図書館については市役所周

辺に位置しておりますし、近くには総合社会

福祉センター、あとは職業安定所、さらには

保健相談センターなどもございますので、立

地条件としては図書館は非常に適しているも

のと考えております。図書館以外では、例え

ば、県内では社会福祉協議会やＮＰＯ法人な

どに委託するなどして連携した取組もしてご

ざいますので、議員御提案の図書館の活用も

一つの候補として、今後、関係機関とも十分

に協議を重ねながら、居場所の新設に向けて

検討してまいりたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（加澤 明君） 春日議員。

○１４番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。ぜひよろしくお願いいたします。

次に、福祉問題の重度障害児、重度障害者

を対象にした発電機や蓄電池などの非常用電

源購入費について再質問いたします。

先ほどの御答弁の中で、非常用電源の購入

に当たりましては、医療機器メーカーや医療

機関からの確認も含めて個別具体的な検討が

必要である、このようにお答えいただきまし

た。

確認の意味でお聞きしたい点は、様々必要

な検討をなされた、その結果、必要とする当

事者の方には２台目の非常用電源が必要とい

うふうに見なされた場合ですけれども、三沢

市におきましては、制度上、対応は可能なの

かなという思いに至ったところでありますけ

れども、いま一度、不安に思っている当事者

の方々に何としても安心していただきたいと

いう思いがありましたので、２台目は制度

上、可能なのかを再度確認させていただきた

いと思いますので、よろしくお願いいたしま

す。

○副議長（加澤 明君） 健康福祉部長。

○健康福祉部長（篠田浩一君） 春日議員の

再質問についてお答えいたします。

非常用電源でございます充電器とか蓄電池

の２台目の給付が当市の制度上、可能かどう

かといった質問だと思いますが、まずは日常

生活用具給付事業、国の補助事業でございま

すが、その日常用具の給付に当たりまして

は、国では用具の必要性や価格、そして、給

付対象の家庭環境等をよく調査し、真に必要

な者に適正な用具を給付することとされてい

ます。

当市では、これを基に日常生活用具給付事

業の実施要綱を作成していますが、それには

発電機及び蓄電池の給付は耐用年数内でいず

れか１種類のみと規定はしてございますが、

給付可能な台数については特に規定を設けて

おりません。そういったことから、例えば、

大規模な停電が発生したとき、あるいは搬送

先の医療機関が市外にあって長時間の移動が

ある場合とか様々な要因でバッテリーの稼働

時間を十分に確保できないなどの理由があれ

ば、２台目の必要性が個々の状況に応じて必

要と認められれば２台目の給付は可能である

と考えております。

以上でございます。

○副議長（加澤 明君） 春日議員。

○１４番（春日洋子君） ありがとうござい

ました。これまで、私の元に直接声が届いた

というケースはございませんでしたけれど

も、もし声に出せないで困った感を持ってい

る方また不安に感じている方にとっては、非
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常にこのことがはっきりお分かりになること

が今後の生活の安心感につながると思います

ので、ぜひ丁寧な対応をよろしくお願いいた

します。

次に、健康問題の帯状疱疹ワクチン接種へ

の助成につきましては、再質問はございませ

ん。

様々、我が党といたしましても、国への帯

状疱疹ワクチン接種については定期接種化と

するべきだということを強く申入れをし公開

質問等にも訴えているところでありましたけ

れども、やはり時期的なものはまだもちろん

未定ではあります。

どうしても、このコロナ禍という中にあっ

て帯状疱疹の患者が増加につながっていると

いう背景には、コロナ禍のストレスなどもあ

るのではないかというような指摘もあるとこ

ろであります。

全国を見渡しますと、こういう地域の実情

に応じたコロナ対策などにも使える国の地方

創生臨時交付金、これらを財源にした助成事

業を行う自治体も増えているという新聞報道

もございました。

市民の皆様の健康を守るための助成であり

ますので、今後は担当課としましても慎重な

判断は必要であろう、このことは理解いたし

ます。ぜひ慎重な判断をした上で、今後、こ

ういう可能性があるならば、前向きな検討も

していただければということを期待しており

ます。よろしくお願いいたします。

最後に、消防問題の消防団への天候に応じ

た対策について再質問させていただきます。

消防長より、非常に心温かい答弁をいただ

きまして、非常に今後、希望があるなという

ふうに受け止めました。

今後、防寒対策の実施また天候に応じて屋

内だけでの式典にも切り替えることも考慮す

るお考えであるというふうに受け止めまし

た。そうしますと、消防団の当事者の方々は

いずれ、例えば、１日後、また、明日とかそ

ういう行事への参加の心積もりというのがあ

るかというふうに思いますけれども、行事の

実施の可否また会場をこういうふうにすると

いう決定の時期は、いつ、どのように行われ

るのか、参考にお聞かせください。

○副議長（加澤 明君） 消防長。

○消防長（浅野一雄君） 再質問についてお

答えします。

悪天候が予想された場合の判断につきまし

ては、現時点では気象状況を事前に確認し、

出初め式前日または当日の朝に判断し、車両

部隊のみの観閲や車両展示のみに切り替える

などの対策を講じて屋内の式典に移行するな

ど、柔軟な対応を検討していきたいと思って

おります。

また、参加団員への周知につきましては、

消防団員へ直接メールの配信や各分団長を通

して変更内容を確実に周知していきたいと考

えております。

いずれにいたしましても、時代の変化や天

候面に配慮した式典の在り方について検討す

るとともに、消防団員の加入促進について

も、近隣市町村の動向も調査しながら引き続

き消防団の充実、強化に取り組んでまいりた

いと考えております。

以上でございます。

○副議長（加澤 明君） 以上で、春日洋子

議員の質問を終わります。

それでは、一般質問を次に移ります。

舩見昌功議員の登壇を願います。

舩見議員。

○３番（舩見昌功君） 市民クラブの舩見昌

功でございます。

通告に従いまして、市政に対する一般質問

をさせていただきます。

初めに、行財政問題としまして、建設工事

の工期の平準化についてお伺いいたします。

地域の建設業者は公共事業を通じ社会基盤

を支えるとともに、大雨や大雪、地震、ま

た、近年頻発している想定を超える自然災害

などに対し、住民の安全を確保し被害を最小

限に食い止めて守る重要な役割を担っており

ます。

その建設業の皆様から、三沢は公共工事の
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平準化をしないのか、どうにかならないもの

かとの声を聞きます。仕事の繁忙期や閑散期

の差が激しく、人材不足もあり、正社員を雇

うのが難しい、そのため、技術を持った若者

が育たない、若者が育たなければ職人の高齢

化が進み、人材不足に拍車がかかります。春

から初夏への一番快適な季節を暇な状態で過

ごし、手袋も凍る寒さの１月、２月に工事が

集中することは労働環境もさることながら、

品質低下や作業効率にも大きな影響を及ぼす

など、どう考えてもおかしいと思います。

地域を守る建設土木工事の担い手を育て

る、また、建設業界の活性化による担い手の

確保のためにも公共工事の平準化が必要で

す。公共工事の平準化により、年間を通して

安定的に仕事ができ、計画的な休日取得など

も可能になります。機材の稼働率向上によ

り、重機などの保有も促進され、地域の建設

業者の災害への即応能力も向上いたします。

また、行政にとっても、担当職員などの工

事発注事務作業が一時的に集中することを回

避することができると考えられます。

平成２８年に働き方改革が提唱され、あら

ゆる業界や職種において労働環境の見直しが

進んでいます。建設業においては令和６年度

から労働時間規制が適用されます。令和元年

６月に新・担い手３法が成立し、公共工事の

品質確保の促進に関する法律において、施工

時期の平準化が発注者責務と明記され、公共

工事の入札及び契約の適正化の促進に関する

法律においても平準化への取組が地方公共団

体等の努力義務とされました。

そのような中、令和４年三沢市議会第４回

定例会一般会計補正予算において、当市初と

なるゼロ市債が議決され、建設業者からは今

後においても工期の平準化に期待していると

の声があります。

そこで、次の２点について伺います。

１点目、近年、公共工事の平準化の促進の

ためにゼロ市債を活用する自治体が増えてお

ります。ゼロ市債とは、通常、新年度予算で

行う市単独費の工事を債務負担行為を設定

し、現年度中に入札、契約を締結することに

より、新年度当初の工事着手を可能とするも

のです。債務負担行為を設定する年度には前

払い金などの支出はなくゼロであり、翌年度

以降の支出となることからゼロ市債といわれ

ております。そこで、ゼロ市債の活用に係る

現状と今後の方針、計画について御見解をお

伺いいたします。

２点目、建設工事の工期をより効果的に平

準化するためには、工事の発注件数とそれに

伴う予算の拡充が必要です。そこで、工期の

平準化に向けた計画的な工事発注におけるゼ

ロ市債の予算規模の拡充について御見解をお

伺いいたします。

次に、教育問題としまして、教員の長時間

勤務の実態についてお伺いいたします。

社会が想像を超える急激な変化で進む中、

学校教育の充実、改善が求められ、学習指導

のみならず、学校、教員が抱える課題はより

複雑化、困難化してきております。

教育現場においても１件目の質問の建設業

同様に、働き方改革が推進され労働環境の見

直しが進んでいます。しかし、教育現場の働

き方はいまだ改善されず、教員の長時間勤務

は大きな問題となっております。中には、健

康に害を及ぼす可能性のある時間外労働時間

を表す過労死ラインで働く教員も少なくあり

ません。

日本教職員組合による全国公立学校教職員

９,７０２名を対象に実施された２０２２年

学校現場の働き方改革に関する意識調査によ

ると、教員の週当たりの平均労働時間は、学

校内５６時間１５分、自宅持ち帰り６時間２

３分、合わせて６２時間３８分となっており

ます。これは、所定労働時間１日７時間４５

分を５日間勤務とすると週３８時間４５分と

なり、１週間の平均時間外労働時間は２３時

間５３分超過しております。月換算すると９

５時間３２分、中学校だけで見ると、月当た

り１１８時間２０分の時間外労働となり、過

労死ラインである月当たり８０時間を大きく

超えることとなります。
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また、休憩時間は、全く取れていない０分

が４０.６％、平均でも１２分という労働基

準法に反する状況で勤務するなど、教員に

とって現在の労働環境は過酷であり、過労死

と隣り合わせという危機的な状況ということ

が意識調査の結果から見て取れます。

政府では、平成３１年１月に公立学校の教

師の勤務時間の上限に関するガイドラインを

策定し、教員の労働時間に明確な指標を打ち

出し、示しているにも関わらず、教員の労働

時間は現在も減少に向かっておりません。そ

のため、教育現場において働き方改革はまだ

まだ浸透しておらず、今後は政府により、さ

らに抜本的に根本的な部分にまで踏み込む必

要があると考えられます。

日頃から長時間労働が常態化し、その上、

休憩も取れない中で、肉体的、精神的疲労が

回復されない状態が続き、精神疾患や心疾患

の危険性が大きいことが懸念されておりま

す。政府では、教職調整額の引上げなどが論

議されていますが、あくまでも処遇改善の方

策であり、学校における働き方改革の目的で

ある長時間労働の是正には直結しておりませ

ん。教員の長時間労働を解消し、本来の教員

としての働き方ができてこそ、教員免許取得

を目指し、努力し、胸に抱いた夢や希望、情

熱を持ち、子供たちと向き合い、やりがいを

持って本来の業務に専念することができるの

ではないでしょうか。

そこで、次の２点についてお伺いします。

１点目、教員の在校等時間の客観的把握方

法と時間外勤務時間の実態について。

２点目、教員の多忙化の要因について御見

解をお伺いいたします。

以上で、壇上からの質問を終わります。御

答弁よろしくお願いいたします。

○副議長（加澤 明君） ただいまの舩見昌

功議員の質問に対する当局の答弁を求めま

す。

市長。

○市長（小檜山吉紀君） ただいまの舩見議

員御質問の行政問題、建設工事の工期の平準

化についての第１点目については私から、そ

のほかにつきましては副市長並びに教育部長

からお答えをさせますので、御了承願いたい

と存じます。

国は、建設業界の高齢化や人手不足を解消

することを目的として、令和元年６月にいわ

ゆる新・担い手３法の改正を行い、公共工事

の施工時期の平準化を図る取組を進めている

ところでございます。改正された公共工事の

品質確保の推進に関する法律におきまして

は、施工時期の平準化等が公共工事の発注者

の責務として明確に規定され、また、建設業

法及び公共工事の入札及び契約の適正化の促

進に関する法律の改正におきましては施工時

期の平準化を図るための具体的なルールを定

めるなど、公共工事の発注者が講じるべき措

置について新たに努力義務として規定されて

おります。

これら一連の法改正においては、地方自治

体、とりわけ市町村における平準化の取組が

低水準にあることに鑑み、先進事例を示しな

がら債務負担行為の活用や十分な工期の設定

を行うことなど、さらなる取組の推進による

長時間労働の是正や処遇改善が必要であると

しているところでございます。

御質問の当市におけるゼロ市債の活用につ

きましては、令和４年第４回定例会において

道路の新設改良や維持補修等に係る工事につ

いて債務負担行為が議決され、現在は４件の

ゼロ市債工事等を発注し、３月中旬には入札

し、そして、契約締結を予定しておりますこ

とから、受注者はこれまで閑散期とされてき

た４月には工事を開始できることとなりま

す。

今後のゼロ市債の活用に係る方針、計画に

ついては、発注者の責務とされている公共工

事の施工時期の平準化につなげることがで

き、建設業者の経営の健全化等に寄与する有

効な取組であることから、積極的な活用を

図ってまいりたいと考えております。

私からは、以上であります。

○副議長（加澤 明君） 副市長。
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○副市長（米田光一郎君） 行政問題の第２

点目、工期の平準化における予算規模につい

てお答え申し上げます。

ゼロ市債の設定は翌年度の債務を約束する

ものとなっております。設定された金額は翌

年度の当初予算に改めて歳出予算として計上

し、予算が執行されることになります。その

ため、設定された金額は翌年度の当初予算を

確約することになり、これを制限なく行った

場合に財政規律を乱す恐れもあります。

しかしながら、ゼロ市債の活用は翌年度に

実施予定の建設業の早期発注等が可能とな

り、施工時期の平準化による建設業者の経営

の効率化や雇用の安定など、様々な効果が期

待できるものとなっております。

そのようなことから、今後、ゼロ市債の予

算規模につきましては、その効果や財政運営

の影響を考慮した上で拡充を図ってまいりた

いと考えております。

以上でございます。

○副議長（加澤 明君） 教育部長。

○教育部長（立崎裕輔君） 教育問題の第１

点目、教員の在校等時間の客観的把握方法と

時間外勤務時間の実態についてお答えいたし

ます。

社会の変化に伴い、学校が抱える課題が複

雑化、多様化する中、教員の長時間勤務の実

態が明らかになっております。

当市においては、令和２年３月に三沢市教

育委員会学校における働き方改革プランを策

定し、教員の長時間勤務の実態把握とその改

善に向け、学校との連携の下、取組を続けて

おります。

御質問の在校等時間の客観的把握方法につ

いては、現在、タイムカードによる把握を行

い、国が示す１か月の残業総時間を４５時間

以内、年間で３６０時間以内に勤務が収まる

よう学校への指導を行ってまいりました。各

学校においては、校長のリーダーシップの

下、各業務の精選に努め、会議や打合せの効

率化を図るなど、教員が知恵と工夫を出し合

いながら長時間勤務の是正に努めておりま

す。

また、保護者や地域の御協力をいただき、

教員が担うべき基本的業務と保護者や地域が

担うべき業務などの役割分担の見直しなども

図っている最中でございます。

しかしながら、実態としては、学校の規模

や職員の役割によって時間外勤務時間数に違

いはありますが、年間を通しておよそ３割か

ら４割の教員は国が示す１か月の残業総時間

４５時間以内での勤務は困難となっており、

特に学校の管理運営の要である教頭をはじめ

中学校の部活動担当教員の中には時間外勤務

が８０時間以上の教員もいるのが現状であり

ます。

続きまして、教育問題の第２点目、多忙化

の要因についてでありますが、平成２９年３

月に改定された学習指導要領により授業時間

数が増加したことやＩＣＴ教育への対応、通

常学級に在籍する特別な支援を要する児童生

徒や不登校等の心の問題を抱える児童生徒へ

の対応、いじめなどの人間関係の修復へのき

め細かな対応、さらに、学校に対する保護者

の高い要望への対応などが挙げられます。

また、中学校においては、部活動の指導や

見守りもあり、小学校、中学校ともに学校が

担う業務と責任が年々拡大していることが要

因となっております。

教育委員会といたしましても、教員の時間

外勤務の是正のため、学校の自助努力にのみ

任せるのではなく、教育委員会が主催する会

議や研修を見直しているほか、学校教育支援

員や学校司書、教育相談員、スクールソー

シャルワーカー、部活動指導員の配置など、

教員の負担軽減のための人的支援を積極的に

講ずるなど、教員が子供と向き合える時間を

確保できるよう支援することにより、教職員

の本来の役割を果たせるような体制づくりに

向け、今後も引き続き努力してまいりたいと

考えております。

以上でございます。

○副議長（加澤 明君） 舩見議員。

○３番（舩見昌功君） まず、各般にわたり
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御答弁いただきありがとうございました。

順番に再質問させていただきます。

まず、建設工事の工期の平準化についてで

ございますが、ゼロ市債の活用に係る現状と

今後の方針、計画についてです。

本年度、現状は４件のゼロ市債ということ

で、本年３月１日に２件、既に入札公告され

ておりました。今後も積極的な活用をよろし

くお願いいたします。

平準化の促進に向けた取組として、ちょっ

と資料を持ってきました。「さしすせそ」の

推進というのがございます。「さ」は、債務

負担行為の活用、これはゼロ市債を含みま

す。「し」は、柔軟な工期の設定、「す」

は、速やかな繰越手続、「せ」は、積算の前

倒し、「そ」は、早期執行のための目標設定

とございます。この中で「し」以外は、当市

において既に取り組んでいる、また、ゼロ市

債を含む債務負担行為については、今後、さ

らに取り組まれていくことと思います。

そこで、「し」の柔軟な工期の設定、余裕

期間制度の活用についてですが、当市の現状

と今後の方針、計画について再質問いたしま

す。

○副議長（加澤 明君） 答弁願います。

建設部長。

○建設部長（松橋一典君） 工期の平準化に

ついての再質問にお答えします。

現在の工期設定は標準工期の設定であり、

柔軟な工期を設定できる余裕期間制度の活用

はしておりません。

しかしながら、余裕期間制度を活用するこ

とによる柔軟な工期設定は、受注者の経営の

効率化や平準化を図れることから、関係課等

と協議しまして、活用に向けて検討してまい

りたいと考えております。

以上でございます。

○副議長（加澤 明君） 舩見議員。

○３番（舩見昌功君） 御答弁ありがとうご

ざいました。

現在、柔軟な工期の設定、余裕期間制度に

ついては活用されていないということです

が、今後においても建設業界の工期の平準化

のためによろしくお願いします。

次の⑵の工期の平準化における予算規模に

ついて再質問させていただきます。

御答弁でゼロ市債の予算規模は、その効果

や財政運営の影響を考慮した上で拡充を図っ

てまいりたいとのことでしたが、先ほども申

し述べましたが、近年、ゼロ市債を設定する

自治体が増えてきている状況だと思います。

そこで、県内でゼロ市債を設定している自

治体における予算規模について、その規模は

どのくらいを設定しているのか、もし分かれ

ばお教えいただきたいと思います。よろしく

お願いいたします。

○副議長（加澤 明君） 答弁願います。

財務部長。

○財務部長（高橋徳孝君） 県内自治体にお

けるゼロ市債の予算規模はどのくらいかとの

再質問にお答えいたします。

県内市部では、青森市、弘前市、八戸市、

むつ市、平川市の５市がゼロ市債を活用して

おり、工期の平準化を図っていると伺ってお

ります。

予算規模につきましては、建設事業費に対

するゼロ市債の割合で申しますと、青森市は

３.１％、弘前市は１.０％、八戸市は７.４

％、むつ市は１.２％、平川市は０.３％、そ

して、三沢市は１.４％となっております。

今後におきましては、他自治体の取組も参

考にしながら予算規模の拡充を図ってまいり

たいと考えております。

以上でございます。

○副議長（加澤 明君） 舩見議員。

○３番（舩見昌功君） 御答弁ありがとうご

ざいました。

青森市が３.１％、弘前市が１％、むつ市

が１.２％で、八戸市７.４％、平川市で０.

３％、当市が１.４％とのことでした。

この１.４％をもう少し２％、３％、八戸

の７.４％を超えるぐらいの土木建設費の平

準化、また、公共工事は土木建設だけではご

ざいません。学校の施設の修繕とか公民館、
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競技施設の修繕とか上下水道の布設管の修繕

ありますので、そこら辺も拡充できるように

お願いするとともに、ゼロ市債を設定するこ

とで施工時期の平準化により建設業者の経営

の効率化や雇用の安定など効果が期待できる

ものと思いますので、今後も他自治体の予算

規模を参考にしながら拡充を図っていただき

たいと思います。これは要望でございます。

次の教員の長時間勤務の実態について、⑴

と⑵をまとめて再質問させていただきます。

御答弁で在校等時間はタイムカードにより

把握しているとのこと、また、時間外勤務時

間の教員の３割から４割が年間４５時間以内

しているとのことでした。

また、教頭先生が朝早く来て門を開けた

り、中学校では部活動の顧問の先生の土日、

日曜日は大会等がなければ練習がないので、

その引率指導で時間外が増えていく要因の一

つでもあったり、また、小学校、中学校で英

語教育や道徳でＩＣＴ教育も今加わってき

て、その準備に先生たちが大変な時間を要し

ているとのことも聞いておりました。その

他、特別な指導を要する児童生徒に対するこ

と、また、不登校に対することも要因という

ことでございました。

本来、教職員の皆様は児童生徒と向き合う

時間が多くあるべきと思っております。ま

た、保護者からの相談や要望も昔と比べ多様

化し、多岐にわたり細かくなってきていると

いうのを感じております。その対応も長時間

勤務の要因となっていると私は考えておりま

す。

このような状況に対し、教育委員会ではど

のような対応をこれから取っていくのか、対

応するのか再質問といたします。

○副議長（加澤 明君） 教育長。

○教育長（山内康之君） 教員の長時間勤務

状況への教育委員会の対応という再質問にお

答えいたします。

教員の多くは、子供が困っていたら勤務時

間を気にかけることなく対応するなど、子供

本位で過ごしているというふうに受け止めて

おります。

議員御質問にあるように、教育委員会とし

て学校の働き方改革を今後も推進すべく会議

や打合せをできる限り少なくして、そして、

子供と向き合う時間を確保できるよう支援し

たいというふうに考えておりますが、保護者

からの相談や要望が夕方から夜の時間帯とな

ることが多いために、必然的に教員の長時間

勤務の要因となっている一面もあります。

相談や面談についても、円満に話合いがで

きる保護者が多くいる傍ら、中には学校の責

任の範疇を超える相談も見受けられるため、

次年度から法律の専門家である弁護士と連携

して、どのように説明をしたら理解してもら

えるかだとか、どうしたら円満に解決できる

かなどアドバイスをいただくための学校弁護

士制度を立ち上げ、保護者の理解を促し、教

員が子供と向き合う時間を確保できるように

学校を支援していきたいというふうに考えて

おります。

さらに、やむを得ず定刻に退勤した教員に

対して、なぜ対応してくれないのかと不満を

述べる保護者もいることから、市連合ＰＴＡ

等を通じて保護者に教員の長時間勤務の実態

を理解していただき、急を要する場合以外は

勤務時間内に配慮していただくよう御協力を

お願いしていきたいというふうに考えており

ます。

以上でございます。

○副議長（加澤 明君） 舩見議員。

○３番（舩見昌功君） 御答弁ありがとうご

ざいました。

まず、弁護士と連携して学校弁護士制度を

導入し教職員を支援していくとのこと、ま

た、三沢市連合ＰＴＡとも連携を深め、長時

間勤務の実態について保護者の方々に共有と

いうか周知していくとのことでした。

働き方改革については、学校においては校

長先生を中心とした中で、職員会議の短縮だ

とか、その他学年会議の短縮、学校内でやれ

ることはもう全てやってきていると思いま

す。それでも働き方改革の長時間勤務の実態
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は闇が深い部分であり、いわゆるブラックな

部分、学校のブラックな部分ともいわれてお

りますが、先ほども言いましたけれども、近

年、保護者からの要望だとか相談が細分化、

多様化している中、やはりそこに時間を要す

る、特にそれは夕方からということにもなり

ますので、その辺のことを私も三沢市連合Ｐ

ＴＡの顧問という立場ですので、その辺、

重々周知し、また、学校でのＰＴＡの会議等

も含め短時間で終わらせるということを私ど

もでも徹底して短時間で終わらせるというこ

とを進めていきたいと思います。

最後、要望ですが、まず学校、保護者、地

域、行政が連携し、子供、児童生徒をその中

心に据えて、全ては子供たちの笑顔のため

に、今後とも教育委員会を中心に三沢市とし

て、取り組んでいってほしいと思います。よ

ろしくお願いいたします。

以上でございます。

○副議長（加澤 明君） 以上で、舩見昌功

議員の質問を終わります。

─────────────────

○副議長（加澤 明君） 本日の日程は、以

上で終了いたします。

なお、明日も引き続き、市政に対する一般

質問を行います。

本日は、これをもって散会します。

午後 ２時１９分 散会


